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気候・エネルギー政策協力における志を同じくする長年の

パートナーとして、ドイツと日本の両国は、エネルギー転

換にとって重要な原材料へのアクセスを確かなものとする 

循環型ソリューションの可能性を認識すると同時に、エネ

ルギー転換技術のカーボンフットプリントの削減に取り組

んできた。今回の調査では、日独それぞれの国が抱える状

況、既存の政策アプローチ、およびこの取り組みを行う際

のニーズと課題を分析する。そして、両国のアプローチの

類似点と相違点、および日独エネルギーパートナーシップ

で、またこの二国間協力という枠組みを超えて、相互に学

び合い協力し成長に向けた可能性について明らかにするも

のでる。本調査は、エネルギー転換のための主要技術にと

って重要な特定の鉱物や原材料を確保するための政策手段

に焦点をしぼり、業界の専門家によるデスクリサーチと洞

察を通じて得られたものである。調査結果に影響を与える

地政学的・経済的状況は常に変化しているため、本報告書

作成にあたり限界があったことも申し添えておきたい。 

ドイツと日本は、それぞれの気候・エネルギー目標を達成

するために、風力発電（陸上・洋上）、太陽光発電、電

池、電解槽（水素製造用）などの主要なエネルギー転換技

術の生産と設置を拡大する必要がある。両国は、2023 年の

COP28 合意内容の一環として、2030 年までに世界の再生可

能エネルギー発電容量を 3倍にするための取組みを行うと

約束した。そのためには、前述した技術の生産にとって不

可欠な重要原材料（critical raw materials）が大量に必要とな

ってくる。両国はまた、2023 年開催の「G7 札幌気候・エネ

ルギー・環境大臣会合」のコミュニケの一環として、エネ

ルギー転換技術による環境と社会へのフットプリントを最

小化し、一次資源利用への圧力を緩和し、これらの重要鉱

物および原材料のグローバル・サプライチェーンに沿った

供給と循環経済を強化することも約束した。これを実行し

ていく中で日独両国が着目したのは、製品の設計段階で廃

棄の発生を抑制する「リデュース・バイ・デザイン

（reduce by design）」、使用済みの製品・素材を別の用途

に転用する「リパーパス（repurpose）」、壊れた製品を修

理して利用する「リペア（repair）」、資源として再生利用

する「リサイクル（recycle）」といった循環経済アプロー

チが、エネルギー転換のために重要な原材料の持続可能な

供給に対して持つポテンシャルである。 

両国のさまざまな政策戦略や枠組みには、資源効率と循環

経済アプローチを強化する条項がすでにあり、その目的は

原材料の採掘・生産にまつわる脆弱性と排出の問題を低減

することにある。リサイクルや廃棄関連のインフラ状況に

ついては、両国ともおおむね良好であるが、重要原材料の

回収や特定のエネルギー転換技術に的を絞った循環型ソリ

ューションの開発をさらに進めていく余地はまだある。 

日本は、資源効率および循環経済アプローチの推進に早く

から政治的にコミットしており、当初はリサイクルに注力

を注いできたが、後にその他の循環型ビジネスモデルにも

着手するようになった。日本企業の多くは、優秀なリサイ

クル技術において世界有数のパイオニアである。とりわけ

太陽光発電や電池の循環型設計（サーキュラーデザイン）

といったアプローチの開発も現在進行中だ。 

ドイツでも、政策課題としてリサイクルの推進に重点を置

き、電池などの製品については、使用済み電池の引き取り

といったアプローチによる拡大生産者責任制度が確立され

ている。製品等を繰り返し再使用する「リユース

（reuse）」や使用済み製品の機能を再生させる「リマニュ

ファクチャリング（remanufacturing）」などの循環型設計

や新たな循環型ビジネスモデルに対する当初のアプローチ

は、ドイツ企業によって試験的に運用されているだけでな

く、初期のガイドラインの中でも政策として推進されてき

た。近年採択された一連の EU 指令によって、電池や太陽光

発電などのリサイクル性、再利用性、耐久性を向上させる

ためのデジタル製品パスポートや統一設計規格といった革

新的なアプローチが、将来、導入されることになるかもし

れない。しかしながら、これと等しく重要なエネルギー転

換技術である風力発電や電解槽については、日本とドイツ

での取り組み例は今のところ少ない。 

つまり、どちらの国においても、エネルギー転換に関連す

る重要原材料の循環性の向上を目指した法整備は始まった

ばかりなのである。こういった状況から、より包括的な行

動が必要であることを認めざるを得ない。より明確なター

ゲットを定めた積極的なアプローチをとれば、廃棄処分と

なったエネルギー技術からの重要原材料は、将来、国内の

リサイクルやリユースの対象として容易に利用できるよう

になるであろう。近年の法整備は、重要原材料の持続可能

な供給を確保する上で不可欠であり、また、両国がよりク

リーンなエネルギー供給へと移行し、より広く循環経済の

原則を採用する上で、極めて重要である。  

最初に両国の政策を分析し比較検討を行った結果、日本と

ドイツには、エネルギー転換に必要な重要原材料を確保す

るために循環経済戦略を強化できる絶好の機会があること

が判明した。つまり、互いの実践から学ぶことで、両国に

は以下の実践が可能となる。 

• リサイクル：エネルギー技術にリサイクル素材の

使用を義務化し、複雑なデバイスのための高度な

リサイクル技術に関する研究開発（R＆D）を強化

する。 

• リユース／リデュース：原材料の使用を最小限に

抑えるため、特に太陽光発電において、循環型設

計と材料置換の基準を導入する。 

• 循環型市場の推進：持続可能な／循環型の調達や

取引に関する政策を活用し、風力タービンや電解

槽などの循環技術の市場を強化する。 

日独エネルギーパートナーシップとより大きな国際的枠組

みの中で協力を推し進めることで、このような取り組みを

世界に広げ、重要原材料の供給をより安全で持続的に確保

することができる。 

 

1 要旨 



 

2.1 背景：エネルギー転換における重要原材

料の役割 

2015 年、パリで開催された「国連気候変動会議(COP21)」

において、「国連気候変動枠組条約（UNFCC）」の全締約

国は、世界の気温上昇を産業革命前と比較して 2度未満に

抑えるという共通の目標に合意した。この目標およびさら

に意欲的な 1.5°目標を達成するため、世界中のエネルギーシ

ステムは再生可能技術へと移行している（IEA 2022b）。

2023 年にドバイで開催された COP28 は、すべての締約国が

2030 年までに世界の再生可能エネルギー容量を 3倍にする

努力を行うと約束し閉幕した （UNFCC 2023）。 

その結果、再生可能電力、蓄電池、水素といった主要技術

の生産・需要は世界的に増加傾向にある。本調査は、日本

とドイツのエネルギー転換にとって鍵となる重要な技術に

着目し、以下に続く項で風力発電、太陽光発電（PV）、蓄

電池、電解槽を中心に述べている。これらのシステムの生

産には、いわゆる「重要（critical）」で「戦略的

（strategic）」な原材料（1 ）が多く必要である。 国際エネ

ルギー機関（IEA）の予測によれば、クリーンエネルギー技

術に必要な鉱物資源の総需要量は、現在のエネルギー政策

計画では 2040 年までに 2倍に、パリ協定の目標達成シナリ

オでは 4倍になるとされる（IEA 2022b）。そのため、札幌

で開催された 2023 年の「G7 気候・エネルギー・環境大臣

会合」のコミュニケでは、ネット・ゼロ経済の実現に向け

て「重要鉱物」及び原材料の供給を強化することが最も重

要であると強調している（MOE 2023）。どの原材料がエネ

ルギー転換にとって「重要」であるかの定義は定まってお

らず、主観的かつ現地が抱える「経済的、地政学的、技術

的要因」によって変わってくる（IRENA 2023）。 国際再生

可能エネルギー機関（IRENA）は「クリティカルマテリアル

（重要物質）」に関する 35 の異なるリストを精査し、その

結果、エネルギー転換に必要な 51 種が少なくともリストの 

1 つに記載されていることが判明した （IRENA 2023）。 エ

ネルギー転換のための「重要原材料（CRMs）」に関する複

数の定性分析に基づき、本調査では、前述の複数選定した

エネルギー転換技術に特に関連があるものとして６種の原

材料を代表として選んだ。つまり、リチウム、レアアース

（REEs）、ニッケル、コバルト、プラチナ、銅である 

（CISL and Wuppertal Institute 2023; Systemiq 2022; Simas 

et al. 2022）。 

                                                                                                                                                                                                                

1ここで述べたすべての技術には鉱物含有の岩石を加工して得られた

金属や合金が必要となるが （IEA 2022b）、簡略化のためにこの報

図 1:本報告書記載のエネルギー転換技術による特定の

CRMs（重要原材料）の使用  

 

出典：Simasらによる図（2022年）に基づき、 IEA2022bの追加デ

ータを用いて作成 ; Kowalski and Legendre 2023 

必要な鉱物の具体的な種類と量は、クリーンエネルギー技

術の様々な種類によって、また特定の技術内においても、

大きく異なる （IEA 2022b）。例えば、レアアースの鉱物資

源重要度（mineral intensity）は風力エネルギーで特に大き

い。永久磁石を使用した風力発電市場は拡大しており、特

に洋上設備については、今後数年、数十年でレアアースの

需要が劇的に増加すると予想される （IEA 2022b）。太陽光

発電では、モジュールの種類によって使用される材料の種

類も量も異なるが、今のところ、結晶シリコン系が最も一

般的な PV 技術である。IEAの推測では、現在進行中の技術

革新が、長期的には PV モジュールの鉱物資源重要度の軽減

に寄与し、特にシリコン需要を抑えることができるとして

いる。同時に、PV 代替技術が拡大することで、企業の銅需

要が 2040 年までに 3倍になるかもしれない (IEA 2022b)。

銅は CRM リストに含まれないことが多いが、ほとんどすべ

てのグリーンエネルギー／低炭素技術にとって不可欠であ

り、エネ ルギー転換のボトルネックになりうる原材料の一

つである （Simas et al. 2022; Kowalski and Legendre 

2023）。電池需要については、再生可能エネルギー発電設

備のための蓄電システムの需要増と、自動車の EV シフトに

よって牽引されている。PV と同様、特定の原材料の需要は

電池技術によって大きく異なる。過去 10 年間はリチウムイ

オン電池が主流であり、リチウム、ニッケル、コバルトが

重要な役割を果たしてきた （IEA 2022b）。水素の需要・利

用の増加により、電解槽と燃料電池も大幅に拡大すると見

込まれる。これらの技術が組み合わせることで、ニッケル

やプラチナなどの CRMs の需要増につながる可能性はある

が、市場への影響は様々な種類の電解槽が普及するかどう

かによるであろう（IEA 2022b）。さらに、鉄鋼やアルミニ

ウムのような「バルクマテリアル」は、すでに何世紀にも

わ たり多くのエネルギー技術に使用されており、低炭素経

済への移行に向けて、将来需要全体の約 3 分の 1 を占める

であろうことから、引き続き重要な役割を担うであろう

（ Simas et al. 2022; Kowalski and Legendre 2023）。 

告書では「重要原材料」(CRMs)という用語を用いて、供給とバリュ

ーチェーン全体に投入される原材料を表す。 

2 はじめに  



 

将来必要となる原材料の総量を正確に算出することは未知

の要素が多いため難しいが、パリ協定目標の達成シナリオ

では、主要原材料の総需要量は今後 20 年内に、銅とレアア

ースは 40％超、ニッケルとコバルトは 60～70％、リチウム

は 90％程度まで増加すると IEA は試算している （IEA 

2022b）。 

図 2: 2010～2040 年シナリオによる特定のクリーンエネル

ギー技術の鉱物総需要量（Mt） 

 

出典： IEA 2022b に基づき作成 

IRENA は、とくにリチウムなど、これら主要鉱物の一部に

は「需要と供給のミスマッチ」が起こるとすでに予測して

いる （IRENA 2023）。しかしながら、将来における特定の

CRMs 需要もまた、どの技術を選択するかによって大きく左

右される。例えば畜電池の化学的性質が異なれば、CRMs の

使用量も増減する。異なる／新しい技術に移行すること

で、エネルギー転換に不可欠な７つの原材料（リチウム、

コバルト、ニッケル、マンガン、レアアース、プラチナ、

銅）の需要を 2022 年から 2050 年の間に 30％削減できる、

と（Simas et al.2022）は推測している。例えば、電気自動

車（EV）の車載用バッテリーをさまざまな化学物質に切り

替えて定置用リチウムイオン電池から脱却することで、コ

バルト、ニッケル、マンガンについては、現在の技術や通

常時と比較して予測累積需要の 40～50%削減できる可能性

がある （Simas et al.）。 

多くの CRMsの採掘と加工は、特定の場所に偏在する傾向

が強い。例えば、豪州は世界最大のリチウム採掘国であ

る。チリも世界有数の銅とリチウムの採掘国だ。中国（黒

鉛、レアアース）、コンゴ（コバルト）、インドネシア

（ニッケル）、南アフリカ（プラチナ、イリジウム）も、

CRMs の採掘で重要な役割を果たしている。加えて、中国は

鉱物加工でも優位を占めており、現在、天然黒鉛とジスプ

ロシウム（風力タービンに重要なレアアース）の世界全体

の精製供給量の 100％を占めている。さらに、コバルトの精

製供給量の 70%、リチウムとマンガンの供給量の 60%が中

国で生産されている （IRENA 2023）。 

このような現状は依存度を高め、サプライチェーンの混乱

（2 ）や不安定価格などのリスクを増大させる。地政学的緊

張関係は、多くの国でエネルギー転換の進行を大きく妨げ

るかもしれない。そのため世界では近年、各国政府が、将

来、確実に CRMsを獲得できるように、循環経済型（CE）

                                                                                                                                                                                                                

2 地政学的緊張関係による供給ボトルネックのリスク例として、中

国政府による近年の輸出規制がある。2023年 10月、中国政府は

「国家安全保障のため」として、特定の黒鉛製品に対し輸出許可の

義務化を公表した。世界全体の黒鉛加工の 90％を中国が占めている

ソリューションやアプローチの推進など様々な戦略を策定

してきている （IRENA 2023）。 

さらに、多くの CRMsの採掘と加工には、大量の温室効果

ガス（GHG）排出と社会・環境的被害のリスクが伴う。国

際資源パネル（IRP）の推定によると、温室効果ガス排出量

全体の 50％、そして世界の水ストレスと土地利用関連によ

る生物多様性損失の 90％以上が、原材料の加工と採掘活動

に起因している（IRP 2020）。現在、重要な CRM である銅

の生産だけを見ても、人間活動に起因する世界全体の GHG

排出量の 0.2％を占めている。今後数十年内の需要増加を見

込むと、この割合は 2050 年までに 2.7％まで上昇するとの

試算もある （The Copper Mark 2024）。      

しかしながら、クリーンエネルギーへの移行が目指してい

るのは、再生可能エネルギー技術の拡大に伴う原材料需要

の増加を、GHG 排出やその他の環境・社会への悪影響から

切り離すこと（デカップリング）である。そのため、責任

ある持続可能な原材料調達は、世界の気候変動目標を達成

するための必須条件だ。第 4章で詳細を述べているよう

に、サーキュラー（circular/循環）という概念の普及は、新

たな原材料需要やそれに伴う採掘・加工による GHG 排出量

を削減するための重要な推進力となる（EEA 2024）。 

2.2 目的と構成 

本調査の目的は、日本とドイツにおけるクリーンエネルギ

ー転換に向けて、CRMs を最も持続可能な形で確実に確保す

るための CEアプローチの導入に関する現在の課題とアプロ

ーチについて概説することである。類似点を明らかにし、

協力体制を強化し、相互に学びあい成長できる可能性を特

定し、提言を策定することを目指している。 

本調査では、まずドイツと日本における気候・エネルギー

政策目標の達成における様々な CRMsの果たす役割につい

て概観し、将来、適切な CRMs へのアクセスを確保するた

めに両政府が策定した戦略について概説する（第 3章）。

次に、主要なエネルギー転換技術のための CRMsを確保

し、そのエネルギー転換技術の生産による GHG 排出量全体

を削減するための CEアプローチの可能性を示すとともに、

このような状況で CEアプローチを推進または強化すること

を目的とした日本とドイツにおける既存の政策手段の概要

を示す。第 4章では、エネルギー転換技術における CRMs

の CE戦略をすでに適用し成功している日本とドイツの企業

の優良事例を紹介する。第 5章では、CRMs の供給確保に関

する課題について、両国がすでに緊密に協力し取り組んで

いるフォーラムの概要を示す。第 6章では、比較検討を行

い、両国におけるエネルギー転換に向けた CRMsを確保す

るための CEアプローチの推進と抑制について、共通の問題

とアプローチを特定し、相違点と今後の課題について述べ

る。第７章では、これまでの章と結論を踏まえ、本テーマ

に関する日独間の協力強化に向けて、様々の課題について

提言を行い締めくくる。 

ため、このような現状は世界的な黒鉛不足につながる恐れもある。

このような規制は中国企業の商慣行をめぐり多くの外国政府からの

圧力が高まり、それに対する反応という側面もある（Liu and 

Patton 2023）。 



 

本調査は、在日ドイツ商工会議所（AHK Japan）、公益財団

法人地球環境戦略研究機関（IGES）、日独エネルギーパー

トナーシップチームの協力を得て、アデルフィコンサルト

社が作成したものである。また、日独エネルギーパートナ

ーシップの年次政策主要イベントである「第 13 回日独エネ

ルギー・環境フォーラム（EEDF）」（2024 年 1 月 25 日～

26 日、川崎市で開催）についても、特に今後の日独協力テ

ーマに向けて、結論や提言などを本調査に取り入れ最終版

に反映させた。 
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3.1 ドイツ 

3.1.1 ドイツのエネルギー政策の背景 

ドイツは 2045 年までに気候中立を達成することを目標とし

ている。温室効果ガス（GHG） の排出量を 1990 年比で、

2030 年までに最低 65％、2040 年までに少なくとも 88％の

削減 を目指している（BMU 2021）。この目標達成のため、

「ドイツの再生可能エネルギー法（EEG）」は、2030 年ま

でにドイツの総電力消費量に占める再生可能エネルギーの

割合を 80％とする目標値を設定している（BMWK 

2022b）。そのため、風力発電と太陽光発電（PV）の年間総

発電量を大幅に増やす必要がある。ドイツ政府は、洋上風

力発電の拡大目標値を、2030 年までに少なくとも 30 ギガ

ワット（GW） 、2035 年までに 40GW、そして 2045 年まで

に少なくとも 70GW と定めている （ 連邦政府 2024）。陸

上風力発電については、2030 年までに 115GW を目標と

し、2040 年以降、設備容量は 160GW まで増大させる予定

である （ 連邦ネットワーク庁 2023）。PV システムは、

2030 年までに総計 215GW まで （連邦政府 2024）、2040

年以降は 400GW を目指している（ BMWK 2023b）。 

ドイツの公的純発電電力量（public net electricity 

generation）に占める再生可能エネルギーの割合は、2023

年で 59.7％（再生可能エネルギー消費の割合 57.1％に等し

い）であった。そのうち風力エネルギー（陸上および洋

上）の割合は約 32％で、最大の再生可能エネルギー源であ

り、それに次ぐ PV の割合は約 12.5％であった（Fraunhofer 

ISE 2024）3。 

さらに、割合の高い変動性再生可能エネルギーの統合を進

めるため、電池、水素、蓄熱などのエネルギー貯蔵システ

ムは、将来のエネルギーシステムにとって重要な役割を果

たすことになる。電力貯蔵の拡大をさらに推し進めるた

め、BMWK は 2023 年 12 月、電力貯蔵戦略を公表し、この

分野での活動計画の概略を紹介している （BMWK 

2023c）。また、連邦教育研究省（BMBF）は 2018 年、「ア

ンブレラ・コンセプト（umbrella concept）」を発表（2023

年に改定）、その中で、ドイツとヨーロッパにとって、優

れた技術力と強い競争力を持つ持続可能な電池のバリュー

チェーンを確立するため、その研究・開発に必要な連邦政

府の資金対策について紹介している （BMBF 2023a）。この

コンセプトは、今後数年内に電池需要を押し上げるとされ

る別の重要分野についても言及している。つまり、電気自

動車（EV）などによる道路輸送の脱炭素化である。ドイツ

は 2030 年までに 1,500 万台の EV 普及を目指している （連

邦政府 2022）。 

また、ドイツ政府は 2020 年に「国家水素戦略」を発表した

（2023 年 7 月に改定）。この戦略は、ドイツの将来におけ

                                                                                                                                                                                                                

3 （訳注）：Fraunhofer ISE（フラウンホーファー太陽エネルギーシ

ステム研究所）は、ドイツのフラインブルクに所在する太陽エネル

ギー研究機関である。 

る水素の製造・輸送・利用の基盤を形成することを目的と

しており、2030 年までに水素電解装置の容量を少なくとも

10GW にするという目標を掲げている （BMBF 2023b）。 

3.1.2 ドイツのエネルギー転換技術における CRMs の役

割 

第 2章でも述べたが、3.1.1 で述べた新エネルギー技術の拡

大目標値達成に向けて、将来の CRMsの国内需要を正確に

算出することは難しい。現在市場に流通している異なる原

材料を必要とする異なる技術が多数存在していることも一

因となっている。また、CRMs の中には、ドイツに輸入し、

エネルギー技術に使用された後、再び輸出されるものもあ

るかもしれない。とはいえ、エネルギー転換のための CRMs

需要が将来どうなるのかについて、大体の予測を示す試算

もいくつかあり、その中の一部を下記に記す。 

ドイツ鉱物資源局（DERA/German Mineral Resources 

Agency）の推測では、2030 年までに PV 設置容量を 

215GW にするという目標を達成するには、残りの 161GW 

（2022 年の設置容量ベース）の容量拡大に多くの CRMs が

必要になってくる。これには、銅（730 kt）、シリコン

（600 kt）、ガリウム（12 t）、ゲルマニウム（25 t）、テ

ルリウム（170 t）、インジウム（45 t）などが含まれるが、

これらの原材料のほとんどは中国で採掘されている （DERA 

2022a）。 

洋上・陸上をあわせた風力エネルギーの容量を 2030 年まで

に 145GW に拡大するという目標に基づくと、既存の風力タ

ービンのリパワリング（再発電）を行わない限り、約 82GW 

の追加が必要になると DERA は推測している。その際、潜在

的に必要となってくるのはレアアース（5.5 kt）とクロマイ

ト（40 kt）などの CRMs だ。現在、レアアースの生産では

中国が優位を占めており、クロマイトは主に南アフリカで

採掘されている（DERA 2022b）。 

さらにドイツでは、モビリティ業界やシステムグリッド・

ストレージとホームストレージのバッテリーの需要増加が

CRMs 需要を押し上げている。環境研究機関であるエコ・イ

ンスティテュート（Öko-Institut） と経済調査会社のプログ

ノス研究所（Prognos）のシナリオに基づく試算によると、

2018 年から 2030 年までのリチウムイオン電池の将来需要

に対応するには、累積で少なくとも 7.4 万トンのコバルトと

5 万トンのリチウムが必要となってくる （Öko-Institut and 

Prognos 2019）。 

水素製造に最も関連する 3つの電解技術4 の拡大に伴う年間

需要は、ニッケルでは 16.8 万トン、プラチナでは 15～16

トン、イリジウムでは 20～267 トンになると、研究機関 Ffe 

（2022） は予測している。これは、2050 年までの 1.5°C 目

標達成に向けて、2040 年以降に必要な世界の年間電解槽設

4アルカリ電解（AEL/ alkaline electrolysis）、高分子交換膜電解

（PEMEL/ polymer exchange membrane electrolysis）、 個体酸化物

形電解（SOEL/ solid oxide electrolysis）。 

3 重要原材料とエネルギー転換  



 

置容量を 400GW 超とする仮定に基づいた試算である （Ffe 

2022; IRENA 2021）。 

エネルギー転換技術にとって最も重要な CRMsのこのよう

な需要に対応するため、ドイツおよび EU 全体は、現在、第

三国からの輸入に頼らざるを得ない状況にある。一次資源

の抽出、採掘、精製、加工を現場で行う能力はまだ極めて

低く （Carrara et al.2023）、必要な原材料のすべてをドイ

ツ国内や EU 域内で調達できないからである（CISL and 

Wuppertal Institute 2023; Die Bundesregierung 2023b）。EU

が「重要」と指定している 27 種の原材料のうち 14 種につ

いてはドイツも欧州も輸入に 100%依存しており、他の 3種

についてもいずれのケースでその依存度は 95%を超えてい

る。さらにまた別の 7種については、ドイツは 100％、EU

全体では 80%、海外輸入に依存している （Menkhoff and 

Zeevaert 2022; BGR 2022）。 

このような輸入依存の状況は、エネルギー転換技術の拡大

を実現させる上で、潜在的な脆弱性とリスク要因であると

の認識から、近年では、ドイツと欧州の CRMsへのアクセ

スを将来も確保するために一連の政策や戦略が策定されて

いる。 

3.1.3 原材料供給確保のための政策枠組み 

ドイツでは、原材料の安定供給の責任は企業側にあるとい

うのが慣例であった。政府による鉱山企業への投資も、国

の備蓄体制の設立も、国による鉱山事業の開発も行われて

こなかった。このような取り組み姿勢は、連邦政府が 2010

年に初めて立ち上げた最初の「原材料戦略（Raw Materials 

Strategy）」にも反映されている。この戦略は、2008 年に

欧州委員会（EC）が公表した「原材料イニシアティブ（Raw 

Materials Initiatives）」を受けて策定されたもので、貿易や

投資などの対策強化を重視し、原材料へのアクセス確保を

目指すものだが、その一方でリサイクルや資源効率の可能

性も強調している。完全な市場主導型アプローチに限界が

あると認識したドイツ政府は、2019 年、新たな「原材料戦

略」を策定し（BMWi 2019）、2020 年に採択した。その目

的は、原材料の安全で持続可能な供給の確保にむけての企

業支援である。このように、産業政策の一環として原材料

に焦点を当てた政策は、ドイツ産業の競争力強化に寄与す

ると考えられる。この戦略はまた、例えば循環経済を奨励

することで、ドイツの一次原材料に対する需要が減少し、

その結果、気候政策にも貢献すると述べている。現在の原

材料戦略には 17 の具体的な対策が紹介され、ドイツの原材

料供給における 3つの重点分野を挙げている。それは、(1) 

原材料の国内採掘の強化、(2) 輸入の支援、(3) リサイクル活

動の強化による原材料の回収、である（詳細は 4.1 を参

照）。この戦略は、2010 年の最初の「原材料戦略」で成功

を収めた対策の一部をさらに発展させたもので、アンタイ

ドローン保証（UFK 保証）、DERA の原材料モニタリング

（詳細は 4.1.2 を参照）、原材料が豊富な特定の国にある商

工会議所に原材料コンピテンス・センター（Raw Materials 

Competence Centers）の設立などがある。さらに、 原材料

加工や軽量構造事業の研究開発（R&D）に対する資金援助

など、新たな施策が数多く採用された。この中には、リサ

イクルによる二次鉱物原材料の利用を増大するための具体

的な対策を、産官学の連携で検討する「ダイアローグ・フ

ォーラム（Daialogue Forum）」の設立も含まれている。金

属と工業用鉱物については、特にリサイクル管理の改善

が、企業による原材料の海外輸入依存度を減らし、かつ責

任ある原材料調達の要件を満たすための重要なアプローチ

であると述べている （BMWK 2020）。 

2020 年の「原材料戦略（2020 Raw Materials Strategy）」で

は、ECが 2011 年に初めて公表した CRMs リスト（2014

年、2017 年、2020 年に方法論を変更した改定版を発行）に

ついて具体的に言及している。2023 年版の ECの CRM リス

トには 34 種が記載されており、これは最初の指定数の 2倍

以上である （EC n.d.a）。2020 年のドイツ原材料戦略で

は、将来の原材料供給に関する諸問題について、ドイツ政

府と ECが緊密に協力することも定めている （BMWi 

2019）。 

 BMWK は 2020 年の原材料戦略を補足し再検討するため、

2022 年、「持続可能で強靭な原材料供給への道 」と題する

合意文書（Eckpunktepapier）を作成した （BMWK 

2022a）。これは、（1） CE（循環経済）、資源効率、リサ

イクル、（2） 原材料サプライチェーンの多様化、（3） 公

正で持続可能な市場枠組みの確保、の主な 3つのアプロー

チで構成されている。 

ドイツの原材料政策と欧州レベルでの決定事項は密接に関

係しているため、2024 年 4 月に「規則（EU）2024/1252」

として発効した新しい「 重要原材料法（CRMA）」 も、将

来、中心的な役割を担うと考えられる （Chee and 

Blenkinsop 2023; 欧州評議会 2023; 欧州議会および欧州評議

会 2024a）。CRMA は、34 種を指定対象とした CRMsリス

トを作成した。これには、グリーンエネルギーなど様々な

技術にとって極めて重要かつサプライチェーン・リスクの

対象となる可能性のある「戦略的重要原材料」16 種も含ま

れる。この規制の狙いは、国内の生産・リサイクル能力を

拡大するという目標を掲げ、EU の戦略的原材料の自給率を

高めることにある。EU はまた、CRM の供給国を多様化させ

たいと考えており（戦略的原材料の１種ごとについて、EU

域外のどの第三国も EU の総消費量の 65%を超えて供給して

はならない）、EU 内で消費される CRMs の循環性と持続可

能性の向上を目的とした対策の導入も目指している  （欧州

評議会 2023; 欧州議会および欧州評議会 2024a ）。すべて

の EU 加盟国は、EU レベルで設定された共通基準を達成す

るための対策を盛り込んだ国内プログラムを、規則発効後 2

年以内（すなわち 2026 年初頭まで）に採択し、実施するこ

とが義務付けられている。同規則の第 5章第 1 節第 26 条に

は、循環性に関する国の対策についての具体的な要件も定

められている。このため、CRMA の対策の実施について助

言や調整を共同で行う運営組織である理事会が設置される

ことになっている （ 欧州評議会 2023; 欧州議会および欧州

評議会 2024a ）。 

3.2 日本 

3.2.1 日本のエネルギー政策の背景 

2020 年 10 月、日本は 2050 年までにカーボンニュートラル

を達成することを約束し、2030 年の温室効果ガス削減目標

を 2013 年比で 46%に引き上げた （IRENA 2022）。こうし

た意欲を後押しする産業政策として策定された「2050 年カ

ーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（2021）

は、環境保全と並行して経済成長を推進することを目的と

している（METI 2021b）。この戦略では、洋上風力発電、

太陽光発電、水素、燃料アンモニア、原子力などの 14 分野

を特定している（ METI 2023a）。 



 

日本の「エネルギー基本計画」は、「エネルギー政策基本

法」（2002 年施行）に基づき、エネルギーの安定供給

（energy security）、経済効率（economic efficiency）、環

境配慮と持続可能性（environmental sustainability）の３つ

の基本方針（S+3E 政策）を掲げている（ METI 2021a）。

2021 年に制定された「第６次エネルギー基本計画」では、

2030 年までに再生可能エネルギーの割合を 36～38％にする

という目標を掲げ、そのうち太陽光発電は 14～16％、風力

発電は 5％で、残りは水力発電（11％）、バイオマス発電

（5％）、地熱発電（1％）となっている （IEA 2023; ANRE 

2022）。これに向けて、2030 年までに太陽光発電の設備容

量を 103.5～117.6GW に拡大するという目標値を設定した

（ANRE 2021a）。風力発電容量については、洋上風力で

10GW 達成という固定目標値を掲げ、浮体式洋上風力発電施

設の開発にも重点的に取り組む （ANRE 2021a）。 2022

年の再生可能エネルギーが日本の年間総電力需要に占める

割合は 22.7%で （ISEP 2023）、このうち、太陽光発電が

9.9%、風力発電が 1% であった（ISEP 2023）。 

2050 年目標のカーボンニュートラルの達成、自動車の電動

化、そして再生可能エネルギーの供給バランスにとって、

電池は極めて重要である （METI 2022a）。また、5G やデー

タセンターなどの重要なインフラに不可欠なバックアップ

電源でもあり、デジタル社会のレジリエンスを強化する

（METI 2022a）。経済産業省の「畜電池産業戦略」

（2022）は、2030 年までに 24GWh の蓄電池を導入し、日

本の電池生産能力を 150GWh に引き上げることを目標とし

ている（ METI 2022c）。またこの戦略は、日本の電池製造

能力を大幅に増大させ （JapanNRG5 2022）、2030 年まで

に国内の蓄電池製造能力を 150 GWh にするという目標を掲

げている（METI 2023d）。 

2023 年、日本は「水素基本戦略」を改定した （再生可能エ

ネルギー・水素等関係閣僚会議 2023）。暖房、電力、合成

燃料製品のカーボンリサイクルなどの炭素排出削減を目的

としている（ANRE 2022） 。この戦略は水素利用の拡大を

目的とし、その目標値を 2030 年までに 300 万トン、2050

年までに 2,000 万トンとし、2040 年までの中間目標値をア

ンモニアも含む 1,200 万トンとしている （ANRE 2023）。

また日本は、2030 年までに水電解装置の容量を 15GW 増大

して、国内外の使用を目的とした水素製造を増大し、水

素・アンモニア発電によるエネルギー供給 1%をめざす計画

がある（再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議 

2023）。 

ドイツとは異なり、原子力エネルギーは日本のエネルギー

ミックスにおいて、依然、重要な位置を占めており、安全

確認された原子炉の再稼働に伴い、2030 年に向けての発電

を 20～22％にするという目標を掲げている （ Matsudaira 

and Minatogawa 2024）。 

「グリーン成長戦略」に則り、2050 年までに日本の電力需

要の 50～60%を再生可能エネルギーで供給し、CCUS（二酸

化炭素回収・利用・貯留）付きの原子力と火力で補うとと

                                                                                                                                                                                                                

5 （訳注）：Japan NRG とは、日本のエネルギー・電気業界に関連

するレポートの発信、イベントの開催を行うプラットフォームであ

る。 

もに、10%を水素で供給するとの予測を IEA（2021）は示し

ている（IEA and International Energy Agency 2021）。 

日本は、新エネルギー技術、再生可能エネルギー、炭素削

減を推進するため、2023 年に閣議決定された「GX 推進戦

略」の下で資金調達の枠組みを確立した （ Matsudaira and 

Minatogawa 2024）。この戦略では、官民投資と「GX 経済

移行債」の発行を通じて、今後 10 年で 50 兆円を超える投

資を進める。 

3.2.2 日本のエネルギー転換技術における CRMs の役割 

ドイツの場合と同様、上で述べたエネルギー転換技術の拡

大目標を実施するにあたり、日本国内の CRMs 需要につい

て、正確に試算するのは難しい。しかしながら、ここでは

いくつかの統計データを例として引用し、エネルギー転換

のための CRMs の安定供給を確保するという極めて困難な

課題が、どの程度のものなのかを示す。 

経済産業省は、風力発電の将来の拡大要件に対応するた

め、銅とネオジムの将来需要について分析を行った。その

結果、洋上風力発電では 1MW あたり、銅が約 11.5 トン、

ネオジムが 0.1 トン必要になることがわかった （ANRE 

2021b）。一方、陸上風力発電では 1MW あたり、銅が約

1.7 トン、ネオジムが 0.07 トン必要になることがわかった

（ANRE 2021b）。 

同様に、日本の太陽光発電（PV）設置容量の拡大目標は、

銅、シリコン、銀などの原材料の需要を大幅に押し上げ、

代替技術は CRMs需要を大きく変える可能性がある （IEA 

and Internaltional Energy Agency 2021）。特定の原材料へ

の依存を弱め、重要な PV セル素材の中国依存を減らすた

め、日本はヨウ素を使ったペロブスカイト太陽電池技術の

開発努力を強化している。これは、ヨウ素の主要生産国で

ある日本の地位を優位なものにし、特定の原材料の輸入依

存を減らすことになる（METI n.d.）。日本の首相は、ペロ

ブスカイト太陽電池について、2025 年の実用化を目指す考

えを表明した（ The Japan News 2023）。 

「蓄電池産業戦略」（2022 年）で策定された蓄電池生産の

拡大目標を達成するために必要となる原材料の年間需要に

ついて、一般社団法人電池サプライチェーン協議会（BASC) 

（2022）は、リチウムでは約 10 万トン、ニッケルでは約 9

万トン、コバルトでは約 2万トン、黒鉛では約 15 万トン、

そしてマンガンでは約 2万トンを見込んでいる。  

2023 年の「水素基本計画」で示された、水素インフラの拡

大目標達成のために必要な原材料の需要量については、定

量的試算は得られていないが （再生可能エネルギー・水素

等関係閣僚会議 2023）、電解槽に必要なレアアース、ニッ

ケル、プラチナなどの CRMs 需要が日本でも概ね増加する

ことが予想される（IEA 2022b; DERA 2022c）。 

日本は、CRMs 輸入に大きく依存し、特に中国依存が大き

い。中国の優位性はサプライチェーン全体にわたり、特に

採掘、分離、精製、精錬の段階での優位性が顕著である 

（DeWit 2021）。2018 年に日本が輸入した CRMsの割合を



 

国別にみると、中国が 58%で、次いでベトナムが 14%、フ

ランスが 11%、マレーシアが 10%、残りの 8%はその他の諸

国からであった (ANRE 2020）。これは、日本が CRMsの供

給をわずかな国に大きく依存していることを示している 

（DeWit 2021）。中国への輸入依存は、過去に両国の間に

起きた地政学的な緊張関係の観点からみてリスクがあるた

め、日本は早急にサプライチェーンの多様化に取り組む必

要がある （DeWit2021）。加えて、CRMs 市場が一握りの

国に集中しており、一部は不安定な政情を抱えているた

め、供給リスクはさらに高まっている（ANRE 2020）。レア

アースへのアクセス拡大は国内経済の脱炭素化にとって極

めて重要であるため、日本は中国と競合する状況にある 

（DeWit 2021）。さらに、CRM 資源をめぐる競争は、先進

国だけでなく新興国の間でも激化することが予想される 

（ANRE 2020）。このような状況から、日本が CRMs のサ

プライチェーンを多様化する必要があることは明白であ

る。包括的な戦略を導入し、複雑な世界情勢の荒波をなん

とか乗り切りながら、日本は強靭性と持続可能性の向上を

目指している （DeWit 2021）、（ANRE 2020）。 

日本の産業・経済成長にとって CRMsが極めて重要である

ことを踏まえ、日本は戦略的に供給源の多様化に焦点を当

ててきた。この多様化は、単なる輸入にとどまらず、投

資、加工、リサイクルへの取り組み、代替材料の開発にも

及ぶ（詳細は 4.2 章を参照）、 (ESCAP 2023）。 

3.2.3 原材料供給確保のための政策枠組み 

重要鉱物の安全供給における日本政府の戦略は、特定重要

物資の安定的な供給の確保に関する基本指針」(2022)で 

定義されているように、サプライチェーンにおける予測可

能性と強靭性に重きを置き、官民セクターのステークホル

ダー間が協調して取り組むそのアプローチに特徴がある。

この方針によると、政府は鉱物の種類ごとにその特性にあ

った目標を設定して国の対策を行う。この中には、供給源

の多様化、生産技術の向上、替素材の開発の奨励などを目

的とした補助金や助成金も含まれ、海外依存を減らすこと

を目指す。サプライチェーンの調査を定期的に行い、デジ

タル・トランスフォーメーション（DX）の進展に伴った新

しい視点も組み入れながら、最新の供給・調達の実態にあ

った戦略策定を目指している。鉱物は、国の存続に対する

必要性、海外の供給源への依存度、供給途絶リスクの影響

度などを考慮して、重要鉱物として指定分類される。この

分類は固定的なものではなく動的なものであり、世界や社

会経済の情勢の変化に応じて調整が行われる。この戦略に

は、輸出制限や輸出国による優先供給といった外部措置に

よる供給途絶のリスク評価も含まれ、国家と国民の安全に

対する潜在的脅威を回避する目的がある （内閣府 2022）。 

日本の「国際資源戦略」は、これらの必須鉱物の安定供給

確保に向けたものである（ METI 2020b）。この戦略は、世

界における資源の偏在性、生産国の安定性、そして将来の

需要と供給予測に焦点を当てて鉱種ごとのリスク評価を行

うものだ。この戦略の重要な点は、34 種のレアメタルの備

蓄システムを強化し供給途絶時の備蓄を確保することであ

る （IEA 2022a）。 

日本の「重要鉱物に係る安定供給確保を図るための取組方

針」の目的は、レアアースのような重要鉱物の場合など、

過度な輸入依存や特定の国による潜在的な独占といった問

題を軽減することにある（METI 2023f）。そのため、この政

策は、サプライチェーンの多様化と強化に焦点を当て、独

立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC） を

介して資源探査および開発の支援事業を行い、新規鉱山の

発掘と精製施設の開発を支援するものである。サプライチ

ェーンの脆弱性については、「経済安全保障推進法」（国

家安全保障局内に新たに設置された経済班によって 2022 年

に成立）でも言及されている （CISL and Wuppertal 

Institute2023）。この法律は、市場効率よりも経済安全保障

を優先し、CRMs の主要供給国である中国に対する日本の依

存度を減らすことを優先している。 

「電池サプライチェーン強化に向けて」の戦略（BASC 

2022）では、電池製造用の鉱物の確保という具体的な課題

を取り上げている。ここでは、重要なバッテリーメタルの

確保と日本の電池製造能力の強化に焦点を当て、日本の電

池サプライチェーンに関する課題と戦略について論じてい

る （BASC 2022）。 

さらに日本は、CRMs へのアクセスを確保するための二国

間・多国間協力の強化に重点を置いている。米国と日本は

最近、重要鉱物セクターに焦点を当てた「日米重要鉱物サ

プライチェーン強化協定」を締結し、重要原材料のサプ ラ

イチェーンを強化し多様化することを主要目的としている 

（米国通商代表部 2023）。この新たな協定は、2019 年に締

結した「日米貿易協定」に基づくもので、EV（電気自動

車）バッテリー技術の進化と実装の支援に重点を置いてい

る （米国通商代表部 2023）。この協定の重要項目として、

重要鉱物に対する輸出関税の課税を相互に控え、これらの

鉱物の貿易に影響を与える非市場的な政策（non-market-

oriented policy）への対応策を国内で行うことを互いに了承

する、などを盛り込んでいる（米国通商代表部 2023）。 

 



 

第 3章で示したように、ドイツと日本が CRMsの供給確保

のために策定した一連の戦略には、類似したアプローチも

複数ある。その一つに、CRMs の国内生産（採掘と加工）の

増強があるが、すべての CRMs はドイツと日本の国内に存

在するわけではないので、これは必ずしも実行可能ではな

い。さらに、原材料の一次生産には、大量の GHG 排出を伴

うなど、環境や社会への悪影響と無関係ではない（WWF 

2023）。例えば、新たな鉱区の開発計画が持ち上がった地

域で、地元住民の間で抗議活動が起こる可能性もあり、こ

れは 2.1 で述べたような気候政策の達成目標と矛盾する。複

数の戦略のうち、もう一つのアプローチは、供給途絶の回

避を目的とした CRM サプライチェーンの多様化である。し

かし、様々な供給国から大量の CRMsを輸入することは、

一次採掘に伴う環境・社会の問題の解決を、消費国側が単

に他国に委ねているだけである (CISL and Wuppertal 

Institute 2023)。環境悪化に加え、新規採掘場の開発は土地

利用と収用をめぐって新たな問題も引き起こしかねない。 

IRENA（2023）によると、エネルギー転換にとって重要な鉱

物の約 54%は、先住民の居住地域または隣接地域で発掘さ

れている。これは、誰にとっても平等なエネルギーセクタ

ーの包摂的で持続可能な転換というアプローチと矛盾する 

（CISL and Wuppertal Institute 2023）。同様に、CRMs の備

蓄は供給リスクを軽減するための健全な解決策とは言えな

い。備蓄は市場制約を悪化させ、需要の高い原材料の世界

価格を押し上げ、手頃な価格での CRMs供給へのアクセス

に不平等が生じ、エネルギー転換から貧しい国々を排除

し、ひいては世界の気候緩和行動を妨げる可能性があるか

らだ（IRENA 2023）。  

このようなことから、CE アプローチの可能性に注目してい

る政府戦略もすでに存在する。2023 年に札幌で開催された

「G7 気候・エネルギー・環境大臣会合」のコミュニケの中

で、日本とドイツは、フランス、米国、英国、イタリア、

カナダとともに、エネルギー転換技術の環境と社会へのフ

ットプリントを最小化し、一次資源利用への圧力を緩和す

るため、重要な鉱物・原材料のグローバル・サプライチェ

ーンにおける供給と循環性を強化すると約束した。コミュ

ニケの中で、G7 閣僚は、重要な鉱物・原材料を含む製品を

可能な限り長期に渡って経済に循環させ、厳格な環境・社

会基準に従って、電子機器、尾鉱、その他の材料からの

CRMs の回収とリサイクルを促進する取り組みを行うと約束

した （MOE 2023）。 

しかし、CRMs アクセスと関係するエネルギー転換におい

て、CE は具体的にどんな役割を担うことができるのだろう

か。 

標準化した定義はないものの、一般的に CEアプローチは、

原材料の消費・廃棄の回避または削減を目的としている 

（Ekins et al. 2019; CISL and Wuppertal Institute 2023）。図 

3 が示しているように、これは、製品やサービスのライフサ

イクルすべてをカバーする様々な手法やアプローチによっ

て達成可能だ。  

様々な CEアプローチを体系化した様々なアプローチがあり

（CISL and Wuppertal Institute 2023; Systemiq 2022; 

Günther et al. 2019; Fichter et al. 2023 を参照）、粒度と複雑

性の点で異なる。よく使用される体系化の一つに「9-R コン

セプト（9-R concept）」があり、 国連環境計画（UNEP）

の 循環性プラットフォームでも使用されている （UNEP 

2019）。この概念は、エネルギー転換の主要技術に様々な

形で適用することが可能だ。 

図 3：循環アプローチに適用される 9-R コンセプト 

 

出典：2019年の UNEP の情報に基づき作成 。 

指針となっているのは「リデュース・バイ・デザイン

（Reduce by Design）」（サーキュラーデザインともい

う）という概念で、風力タービン、ソーラーパネル、電

池、電解槽などの製品（およびサービス）の設計段階で、

修理・解体・再利用・リサイクル性を考慮し、耐製品寿命

の延長と廃棄の回避を目的とする （Günther et al. 2019; 

UNEP 2019）。 また、（品質を損なわない）リサイクルと

より簡単な修理の実現のためには、異なる原材料の混合は

可能な限り避けるべきである （CISL and Wuppertal Institute 

2023） 。全般的に、設計段階での決定は「リデュース

（Reduce）」を促進する。例えば、製品の原材料の効率性

を改善したり（アルミニウムなど排出原単位がより小さな

バルク材をエネルギー技術に使用するなど）、原材料を環

境負荷がより小さいものに替えれば、リデュース につなが

る（CISL and Wuppertal Institute 2023; Systemiq 2022; 

Günther et al.）。これは、例えば有害・有毒物質や成分をで

きるだけ使用しない、または全く使用しないことを目的と

する「リフューズ（Refuse）」とも合致する。PV モジュー

ルに鉛の使用を減らす、または回避するといった取り組み

もその例だ （Gebhardt et al. 2022）。「リユース

（Reuse）」 と「リパーパス（Repurpose）」は両者と

4 エネルギー転換にとって重要な原材料のための

循環経済型ソリューション 



 

も、元々あった機能もしくは新たに加えられた機能を持っ

た状態で、（損傷を修復する必要なく）製品寿命を延ばす

ことを目的としたアプローチである （UNEP 2019）。例え

ば、回収された電気自動車のバッテリーは再利用電池

（second-life storage batteries）として、風力発電の余剰エ

ネルギーや家庭用蓄電池として再利用できる （EC 

2023c）。製品（またはサービス）のサービスライフ期間中

に損傷が起きた場合は、「リペア（Repair）」（例えば欠

陥部品の交換）によって修理することができる。このため

の基本的な前提条件は、製品の設計にある程度のモジュー

ル性が組み込まれていることで、これによって個々の部品

やコンポーネントの修理や交換が可能になる。「リファー

ビッシュ（Refurbish/改修）」と「リマニュファクチャリン

グ（Remanufacturing/使用済み製品の再生）はどちらも、

定義上すでに廃棄物となっている製品寿命の終わりに対処

するものである。その目的は、個々の対策や標準工程によ

って、性能を回復または向上させ、製品が十分機能できる

ようにし、少なくとも開発当初の目的に再び適うようにす

ることである （UNEP 2019）。PV モジュールの修理や改修

を行うことで、現在の世界の PV 廃棄の流れを 45～65%回避

できると推定されているが、今のところ、このような循環

型アプローチを適用できるような形式化・体系化されたプ

ロセスは、多くの場でいまだ欠如している （Tsanakas et al. 

2020）。最後に「リサイクル(Recycle）」は、廃棄物を回

避するすべてのオペレーションを対象とし、廃棄物を材料

に再加工するなど材料を循環サイクルに戻して資源循環の

輪（マテリアル・ループ）を閉じることである （Systemiq 

2022; UNEP 2019）。リサイクルの導入にあたっては回収イ

ンフラが必要となり、リサイクル自体は、手作業、機械作

業、化学処理・廃棄金属加工プロセスなど様々な技術を用

いて行うことができる （UNEP 2019）。リサイクルのプロ

セスや時に複雑な材料構成について極めて具体的な要件が

必要となることからわかるのは、（風力タービンブレード

など）特定の重要なエネルギー転換技術（またはその一部

の部品）のリサイクルには、今のところまだ大きな課題が

あるということだ。リサイクル能力が不十分なため、2030

年までに EU だけでも約 5 億 7000 万トンの風力タービンブ

レードの廃棄物が発生すると予測されている （EC 

2023b）。リサイクルは「都市鉱山（urban mining）」もそ

の対象とする。これは、天然鉱床ではなく人為的な鉱床

（耐久消費財、インフラ、建物、埋立地等の廃棄材）から

資源を回収することである（Günther et al. 2019）6。 

上記のアプローチの多くは、様々な国の気候変動対策目標

に二重の意味で貢献できる。つまり、CE アプローチは、持

続可能なエネルギー技術の拡大に必要な CRMsへのアクセ

ス確保の実現を可能にするだけではない。一次原材料を二

次原材料に代替することで、GHG 排出量を削減することも

できる。例えばリサイクルによって原材料を回収すれば、

一次原材料を採掘し輸送するよりもエネルギー消費は大幅

に少なくて済む（EEA 2024））。一次アルミニウムを二次

                                                                                                                                                                                                                

6別の重要なアプローチとして、複数の調査で言及されている「リシ

ンキング（Rethinking）」がある。これは、ビジネスモデルを捉え

なおして再設計し、焦点を製品からサービスの提供へ（「所有」か

ら「利用」へ）とシフトさせることである。このアプローチは、需

要に対する供給方法をシステム的に変えることで新製品に対する需

要を減らすことを意図している。例えばモビリティ分野の例とし

て、車を個人で所有する代わりにカーシェアリング・サービスを利

原料に換えると、エネルギー消費量の 95%を節約すること

ができる （CISL and Wuppertal Institute 2023）。  

循環型アプローチの目的はまた、製品や原料をできるだけ

長く使えるようにして、新たな一次原材料の需要削減と、

採掘や加工の際に排出される温室効果ガスの削減とを目的

としている （EEA 2024）。Simas et al. (2022)によれば、循

環型アプローチを適用することで、エネルギー転換に重要

な 7種の原材料（リチウム、コバルト、ニッケル、マンガ

ン、レアアース、プラチナ、銅）の需要を、2022 年から

2030 年の間に 18％削減できる可能性がある。報告書ではま

た、2022 年から 2055 年の間に鉱物需要全体の 20％がリサ

イクルによって供給できると予測している。さらに、2050

年までには、リサイクルに取組むことでグリーン転換に必

要なかなりの割合の鉱物を獲得できると見ている（Simas et 

al.）。このように、循環型アプローチの促進は、エネルギー

転換技術のカーボンフットプリントを削減し、パリ協定の

気候目標を達成するという、気候政策全体の目標に寄与す

るものである。 

CRMs の中には、技術的にも経済的にも実現可能なリサイク

ルのポテンシャルを大いに秘めているものもあるが、世界

全体のリサイクル率は様々な理由から全般的にまだ低く、

増大する CRMs 需要に対する二次原材料での対応は十分で

はない。その理由の一つとして、現在、多くの CRMsに対

してコスト効率のよい選別・リサイクル技術がまだ開発さ

れておらず、CRMs の大部分が長寿命のインフラ内で使用さ

れたままになっていることがある（Gislev et al. 2018; IRENA 

2023）。例えば、（現在ヨーロッパに設置されている）風

力タービンの耐用年数について、Gislev et al.（2018）は 30

年と想定している。また、PV モジュールの初期耐用年数は

最大 25 年と想定されている（後に性能 80%のセカンドライ

フ用途でさらに 10～15 年使用可能） （Fichter et al. 

2023）。 

前述した CEアプローチの導入にあたり、CE ソリューショ 

ンを可能かつ実現できるものにするためには、適切な制度

の枠組みと企業に対する インセンティブが必要となってく

る。本章では、CE アプローチ（CRMs のための循環経済ア

プローチ）について、日本とドイツにおける現行の規制枠

組みの解明を試み、 第 5章で、両者のアプローチの共通点

と相違点を特定していきたい。 

4.1 ドイツ 

気候中立の目標とエネルギー転換の目標を達成するため

に、ドイツは今後、大量の CRMs が必要となってくるであ

ろう。ドイツの一人当たりの原材料消費量は、すでに世界

平均を大きく上回っている （UBA 2023b）。一般的にドイ

ツでは、廃棄物の収集、分別、リサイクル、そして包括的

な製品責任など、質の高い成熟した廃棄物管理システムと

構造がすでに存在し、全般的に CEアプローチを導入するポ

テンシャルはあると言えよう (BMUV 2023e）。例えば、ド

用するなどがある（Systemiq 2022; Günther et al.）。このリシンキ

ングは、今回の調査には含まれていない。エネルギー分野での適用

可能性が（今のところ）限定的であり、また今後数年は新規の発電

所建設が避けられないと予想されるためである。しかし、CEに向

けた包括的な変革の重要な一部であることは確かだ。 



 

イツでは 2020 年、89.9 万トン以上の電気・電子機器がリサ

イクルされたが、これは 2019 年比で 11.2%増に相当する 

（DESTATIS 2022）。  

しかし EUROSTAT（EU 統計局）によると、2022 年の原材料

消費量全体に占める二次原材料の割合は約 13%に過ぎない

（EU 域内ではドイツは８位 、オランダの循環物質使用率は

27.5%と最も高い） （EUROSTAT 2022）。金属の回収と再

利用については、ドイツではいわゆるバルク原材料（鉄/鉄

鋼、非鉄金属）と貴金属（金、プラチナ）の割合が高い。

例えば、ドイツの鉄鋼生産で使用される投入原材料全体の

うち、鉄鋼のリサイクル率は約 90%で、鉄スクラップは約

43%を占めている （BMWK 2020; BGR 2022）。アルミニウ

ムのリサイクル率は、用途によって異なるものの 90～95%

で（BMWK 2020）、銅生産における二次原材料の割合は、

2021 年では約 38%であった（BGR 2022 年）。しかし、特

殊金属や一部の産業用金属の回収率は低い。これらの金属

はリサイクレート（再生処理材料）の回収、加工、リサイ

クル、使用などを経済的に組織化する上で、物流および技

術面で大きな課題があるからである （BMWK 2020; Kreibe 

et al.）。BMWK によれば、レアアース、インジウム、ガリ

ウム、ゲルマニウム、リチウムなどの特殊金属の回収は、

合金の複雑性のため技術的な課題が残り、加工技術のさら

なる進歩と新たな冶金加工製法の導入が必要である 

（BMWK 2020）。 

EU 域内のリサイクル率は、CRMs のバナジウム、タングス

テン、コバルト需要の 35～44％で（2015/2017 年のデータ

に基づく）、アンチモン、マグネシウム、天然グラファイ

トなどその他の CRMsでは 0～17％である（Gislev et al.）。

しかし、これは将来の需要増に対し安定した供給を行うに

は十分ではない。  

4.1.1 重要鉱物の循環型アプローチに向けた政策枠組み 

前述したように、一次原材料の使用増に伴う潜在的な需要

のボトルネックや脆弱性、そして環境への悪影響は、ドイ

ツでも欧州レベルでも知られるようになり、そのため、近

年、CRM 需要に対応するため、循環型アプローチを強化す

る様々な政策目標や戦略、対応策を打ち出している。 

一連の戦略や法律において、ドイツ政府は CEアプローチを

全面的に推進していくことを約束している。ドイツの現在

の「国家持続可能性戦略」（最終改定は 2020 年 12 月、改

定版は 2021 年 3 月に採択）には、CE アプローチ導入を通

して原材料の需要と経済成長を切り離す（デカップリン

グ）という明確な目標が示されている（ドイツ連邦政府 

2021 年）。最新の連立合意内容に沿って、ドイツ連邦政府

は 2022 年に 「国家循環経済戦略（NKWS）」にも着手し

た。この戦略は、「2020 年の欧州循環型経済行動計画

（CEAP）」7で述べられているように CEビジョンに基づい

たものである。この戦略は、ドイツにおいて循環型アプロ

ーチと資源効率の実施に向けて既存のすべての目標とアプ

ローチの調整を意図しており、「原材料政策に関連するす

べての戦略を支援する目標、基本原則、および戦略的対策

の定義を政府が行う際の枠組み」を提供するものである 

                                                                                                                                                                                                                

7 2020 年の CEAP は、欧州産業の原材料輸入依存度を低減し、CE 強

化のための 35の具体的な行動計画を定めている。これには、循環

性のポテンシャルが極めて高い特定の製品群（電池や自動車など）

の CE 強化も含まれる（CISL and Wuppertal Institute 2023; EC 

（BMUV 2023d）。2024 年 6 月、連邦環境省（BMUV）は

「国家循環経済戦略（NKWS）」の草案を発表し、産業、社

会、学術分野のステークホルダーに対し、2024 年 7 月上旬

までに書面で意見書を提出するよう呼びかけた。特にこの

草案では、2045 年までに国民一人当たりの一次原材料（生

物由来・非生物由来あわせて）の年間消費量を 8トンに削

減することなどを定めている。また、特にエネルギー転換

技術のための CRMsについては、循環の輪を閉じる必要性

を強調している。これは、直接、資源・気候保全に資する

ためであると同時に、産業界にとってサプライチェーンの

強靭性を高めるためである。こうした背景から、特に重要

で戦略的な鉱物のための CEアプローチを強化するため、具

体的な対策と手順を数多く列挙して紹介している。例とし

て、EU レベルでのデジタル製品パスポート（DPP）の導入

の支援（本章の「電池」の項を参照）、適切な資金提供プ

ログラムの拡大・発展、金属リサイクレートの品質向上の

ための標準化プロセスの後押し、商業廃棄物からの戦略的

金属の分離の義務化導入などをあげている。また、草案で

は、グローバルな環境問題の解決のために、将来に向け

て、循環経済と資源効率の発展と促進をさらに推し進めて

いく上で、国際協力を強化することも定めている。また、

日本との二国間協力についても、継続し強化していくと明

言している（既存の協力形態については第 5章を参照） 

（BMUV 2024）。 

2020b）。行動計画である CEAP には、国レベルでの実施について

拘束力はないが、ドイツを含むすべての EU加盟国がその目標を実

施することを奨励し、必要に応じて将来的に ECの執行権を行使す

る権利を保持している （EC 2020a）。 



 

現在、ドイツでは CEアプローチ推進をするための枠組み条

件を定めている主な法令は「循環経済法（KrWG）」で、最

初に施行されたのは 2012 年である。この法律は廃棄物の取

り扱いに関する基本的な規定を定めており、廃棄物の回

避、回収、処分を推進するものである。2020 年、KrWG

は、「EU 廃棄物枠組み指令」（廃棄物枠組み指令

2008/98/EC、29018/951/EU により改正）の要件を履行する

ために改正された。この改正法は、特に廃棄物の回避とリ

サイクルの促進によって CEアプローチの強化を目的として

おり、CRMs についても同様である。KrWGは、EU の CRMs

の定義に言及し、CRMs を含む製品の使用と取り扱いに一定

の制約を導入している。つまり、CRMs を含む特定の製品に

ついては、製造業者、販売業者、または特定の第三者に返

却する必要があることをラベル表示した製品のみを、市場

に流通させてよいというものだ。さらに今回の改正では、

製品責任に関する要件の対象が CRMsにも拡大された。こ

の改正法では、CRMs は省資源化に努めて使用し、製品に含

まれる CRMsが未回収のままで廃棄されることを回避する

ために、製品に含まれる CRMs すべてを明確に表示しなけ

ればならない、と具体的に定めている。また、ドイツ連邦

政府当局に対し、持続可能な公共調達に関する新たな要件

を導入した。中でも、当局は「耐久性、修理のしやすさ、

再利用性、リサイクル性を特徴とする」製品を優遇するこ

とを義務付けている。これは、特に、CRMs が含まれている

ことの多い多い電化製品を購入する際に関係する要件であ

る（BMUV 2020）。つまり、KrWG で定められた公共調達

に関する要件は、以前、「競争制限禁止法（GWB）」の中

で定められていた環境配慮に関する指導義務に替わるもの

である。ここでの指導義務とは、購入決定時や契約締結時

に、環境配慮のアセスメント評価を行うことを義務付けた

ものを指す。この評価義務に代わって KrWG に導入された

のは、（持続可能な製品やサービスを優先しなければなら

ないとする）優先義務である。評価義務はこれまで、例え

ば自動車調達では公共調達条例（Vergabeverordnung, 

VgV）を介するなどして、多くの強行規定によって履行され

てきた（ Vergabeblog.de 2021）。 

CE 原則の導入にあたり、これらの包括的規制に加え、ドイ

ツの将来の原材料供給確保に関する重要な戦略文書につい

ては 3.1.3 で紹介しているが、そのうち一部の文書には、CE

アプローチの導入に関する具体的な義務要項が記載されて

いる。ドイツ政府による 2020 年の「原材料戦略」と BMWK

による 2023 年の補足的な合意文書では、リサイクルの拡大

と CEは、ドイツにおける将来の原材料供給において重要な

柱であると述べている。CRMs の CEアプローチに関して

は、2020 年の「原材料戦略」で、特に将来関係してくるレ

アアース、リチウム、インジウムなどの原材料について、

加工・冶金技術の分野の研究開発を促進し、複雑なリサイ

クル・プロセスの最適化および経済効率の向上を目的とす

るなど、ドイツ政府の今後の方針を表している。また、製

品および製品に含まれる原材料の使用を拡大するための新

たなビジネスモデルと、それに関する研究プロジェクトも

推進されるべきであるとしている。策定された目標は、リ

サイクル分野におけるイノベーションに重点を置く一方

で、この戦略では、CE アプローチはこれを超えるものであ

り、さらなる循環型ソリューションの可能性についての対

話を支援するべきであると強調している （BMWK 2020）。

さらに対策を追加して連邦政府の原材料戦略を補完する目

的で 2023 年に公表された合意文書では、引き続き「循環経

済、資源効率、リサイクル」を 3つの重要な柱のうちの 1

つとして焦点を当てている。例えば、リサイクル原材料や

リサイクレート（再利用可能な材料）の割当制度を通じて

リードマーケット（lead market）を確立し、リサイクル原

料をより効果的に使用できるように法的なハードル・規

範・基準・承認・計画手続き方法などを改良し、最低限の

法的要件や融資手段によって資源効率やリサイクルに関す

るイノベーションや研究開発を支援するべきであるとして

いる （BMWK 2022a）。これまで述べてきた規制や手段に

は、個々のエネルギー技術やそれらに含まれる CRMsに関

する具体的な要件は含まれていないが、太陽光発電システ

ム、風力タービン、電池／蓄電システム、電解槽に関する

要件は、ドイツの政策ではすでにある程度存在している。  

 
電池 

本調査でとりあげたすべてのエネルギー転換技術のうち、

CE アプローチの実行を積極的に進めるために、ドイツが最

も多く採用している政策手段は電池に関するものである。

「EU 電池指令（European Battery Directive 2006/66/EC）」

を国内法に転換した「電池法（Batteriegesetz, BatterieG）」

は、2009 年に初めて施行され、2021 年に改正された

（ BMUV 2021）。電池法は、国内での電池の市場流通、使

用済み電池の回収、環境に配慮した電池の廃棄についての

規制を定めている。すべての種類の電池を対象とし、充電

 
出典：自作。 

 

図 4:ドイツの政策枠組みの概要 



 

式電池（蓄電池）と非充電式電池の両方が含まれる。電池

を商業目的で国内市場に流通させるすべての製造業者は、

正式登録し、回収制度に参加し、一定の表示義務を果たさ

なければならない。すべての小売業者（オンライン小売業

者も含む）は、販売した電池の使用済み後もすべて消費者

から無料で回収し、廃棄となった携帯用電池をリサイクル

または処分のために製造業者に引き渡さなければならない 

（IHK Köln n.d.）。2021 年の法改正では、電池のリサイク

ルと電池に含まれる CRMs回収を促進するための様々な変

更が導入された。例えばこの改正法により、使用済み電池

の最低限の年間回収率は、45％から 50％に引き上げられ

た。さらに、電池製造業者に対して、携帯用電池の耐久

性、再利用性、リサイクル性の向上が義務化されることに

なった （UBA 2020a）。 

CRMs 回収の上で重要な別の製品群として EV バッテリーが

あり、その廃棄は「ELV（廃車）指令（Altfahrzeug-

Verordnung/AltfahrzeugV）」によって規制されている。一

部の CRMsについては、EU 全体の消費量の約半分が自動車

セクターによるものだが、現在、EV 駆動モーターに含まれ

るレアアースや組込み電子機器に含まれるパラジウムのよ

うに、破砕後に回収されないものもある （BVSE 2023）。

ELV 指令は、国内での環境に配慮した廃車に関する規則を定

めたもので、2002 年に発効した。自動車メーカーに対し、

自社ブランドのすべての使用済み自動車を引き取り、包括

的な返却オプションを設けることを義務付けている。さら

に 2015 年以降、メーカー、輸入販売業者、販売業者、廃車

業界、自動車保険会社が連携し、使用済み自動車の平均空

車重量の少なくとも 95％をリサイクルする義務がある、と

定めている。この目標は、2019 年を除く 2021 年まで、毎

年達成されてきた （BMUV 2023a）。電気自動車を廃車す

る際、ELV 指令と電池指令（BatterieV）の両法が適用され

る。それに則り、車両電池は焼却や埋め立て処分をしては

ならず、取り外してリサイクルしなければならない 

（Sonderabfallwissen 2020）。 

ドイツの電池産業の将来的な発展のためのもうひとつの重

要な枠組み戦略として、BMBF（ドイツ教育研究省）による

電池研究のための「アンブレラ・コンセプト」がある。こ

れは、リサイクルと CEに関する研究分野を強化し、明確な

目標を策定することを目的としており、2030 年までに電池

リサイクル関連の企業数を 41 社以上にすること、使用済み

電池のセルレベルの材料の少なくとも 90％の重量を電池セ

ル生産にリサイクルすること、などを目標とする （BMBF 

2023a）。さらに、 BMUV は 「循環型経済標準化ロードマ

ップ（Standardisation Roadmap Circular Economy）」の作

成を支援した。このロードマップは、産官学の各分野を代

表する有識者および一般市民の協働で作成されたもので、

2023 年 1 月に公表された。これは、7 分野（デジタル化、

ビジネスモデルと管理、電子機器と ICT、電池、包装、プラ

スチック、繊維、消費と自治体）で CEアプローチを導入す

るために、どの規格や仕様を改良する必要があるか、新た

にどのような規格を開発する必要があるか、についての提

言を行うものである （BMUV 2023c）。 

現行のドイツの規制に加え、最近採択された 2つの EU 法で

は、電池のリサイクルと循環に関する新たな要件が導入さ

れており、ドイツでは電池からの CRMs確保に大きな影響

を与えることになる。2023 年 8月に施行された新たな「EU

電池指令」は、「調達、製造、使用、リサイクルの問題に

あらためて取り組み、一つの法律に明記した完全なライフ

サイクル・アプローチ」を採用した最初の欧州法であり 

（EC 2023d）、2020 年の EU CEAP の目標に則ったものであ

る。2025 年以降、リサイクルの効率化、原材料の回収、リ

サイクル材の含有率などの目標が導入される。特に、コバ

ルト、リチウム、ニッケルなどの CRMsについては、（回

収や、リサイクルの効率化とマテリアルリカバリーの目標

値をさらに高く引き上げ）、高いリサイクル率を達成しな

くてはならない。電池指令はまた、リサイクル材の最小含

有率についても規定しており、コバルトは 16％、鉛は

85％、リチウムとニッケルはそれぞれ 6％である。また、デ

ジタル製品パスポート（DPP）も導入して、QRコードで電

池の構成成分などの詳細情報を提供し、リサイクル管理の

促進化を図っている。この法律は、現在、ドイツを含む EU

加盟国で適用されることになっている。そのため、EC（欧

州委員会）は、より詳細な規定を含む第二の法案（実施法

および委任法）を準備する予定である （EC 2023d）。同様

に、2024 年 7 月 18 日に「Regulation (EU) 2024/1781 EU）

2024/1781」として施行され、旧エコデザイン指令に取って

代わった、改正「持続可能な製品のためのエコデザイン規

則（ESPR）」は、製品とその構成材料についてトレーサビ

リティを可能にする重要なツールとして、DPPの導入に言

及している。DPP の目的は、製品のリサイクル性や、含有

する CRMsがリサイクルできない製品を禁止対象とするな

ど、拘束力のある要件を導入するための法的基盤を構築す

ることにある。さらに ESPR には、製品の修理性、耐久性、

リサイクル性を向上させるため、製品設計や情報提供など

に関する要件も含まれている （CISL ans Wuppertal Institute 

2023; EC 2022）。ESPR は具体的な対策を決めるものではな

く、むしろ実施段階での枠組みを策定するものである。特

定の製品や製品群に対する要件は、第二フェーズで様々な

委任法令によって定義される。この委任法令は、2024 年か

ら 2027 年の間に策定し採択される予定だ。これは、いわゆ

る「エコデザイン・フォーラム」において、加盟国および

専門家やステークホルダーからなるグループとの緊密な協

議のもとに起草されることになっている（ Boewe and 

Rasche 2024; 欧州議会および 欧州評議会 2024b)。 

 
太陽光発電/ソーラーパネル  

太陽光発電（PV）／ソーラーパネルについては、CRM 回収

のための CE アプローチを促進する政策手段が、今のとこ

ろ、電池の場合と比べて圧倒的に少ない。「電気電子機器

法（Elektro- und Elektronikgerätegesetz , ElektroG）」は、

2015 年に初めて施行され、最後に改正されたのは 2022 年

である。同法は、EU の「電気電子機器廃棄物指令（WEEE

指令 2012/19/EU）」をドイツの国内法に置き換えたもので

ある （BMUV 2022）。この指令の目的は、（ソーラーモジ

ュールも含む）電気電子機器メーカーが、使用済み電気製

品の適切な回収と返却を確実に行い、特に、再利用、再利

用に向けた準備、またはリサイクルなどを通じて廃棄物を

削減するなど、製品の廃棄に対する責任を生産者に義務付

けることである。2022 年の改正により、製造業者の義務は

全面的に拡大され、電子電気機器のライフサイクル全体に

及ぶようになった。ElektroG はまた、すべての電気電子機

器メーカーに対し、自社の製品を国内市場に流通させる前

に登録しなければならないと定めている。さらに、消費者

は使用済みの家電製品を一般ごみと分別して廃棄する義務

がある。家庭から出る使用済みの家電製品は、公共の廃棄

物処理機関が運営する回収場所に無料で持ち込むことがで

き、その一部は専門処理のために製造業者によって回収さ

れる。また、電化製品を扱う一定の販売エリアを持つ小売



 

業者に対し、無料引き取り回収所の設置を義務付けてい

る。適切に回収された廃家電はすべて、認定を受けた一次

処理施設で検査され、家電全体または個々の部品が再利用

またはリサイクルできるかどうかを判定しなければならな

い。さらに、最終処分時に一定のリサイクル割当量を達成

しなければならない （UBA 2021）。2019 年以降、過去 3

年間に国内市場に流通した電気電子機器の少なくとも 65％

（総重量で測定）は、引き取りシステムを介して回収され

ることになっている。しかし、2021 年の回収率は 38.6%

で、明らかに目標値には届かなかった。ElektroG はまた、

毎年回収される廃棄電化製品の 55～80%を、電化製品の種

類によって、再利用またはリサイクルできるように処理し

なければならないと定めている。この割当目標は、2021

年、6 品目の家電製品すべてにおいて達成された （UBA 

2023a）。2021 年の改正法では、使用済み PV モジュールの

リサイクルに特化した新しい規則も導入された。例えば、

シリコン系モジュールとその他のモジュールは分別して処

理すること、鉛、セレン、カドミウムなど、一定の限界値

を超えてはならないこと、などの規定が定められている

（ energie-experten.org 2022)。 

 
その他の技術：風力発電と水素・電解槽 

調査チームの知る限り、風力タービンの CEアプローチの導

入を推進するような全国ガイドラインや政策手段に相当す

るものは存在していない。ドイツでは風力タービンの解体

から生じる廃棄物の処理については、KrWGで規制されてい

る。しかし、解体プロセスそのものは、異なる連邦州ごと

によって定められた様々な規制の対象となる（Otto et 

al.）。 さらに、「ドイツ連邦排出防止法（BImSchG）」で

は、事業者がタービンの解体とリサイクルに対して責任を

持つことを義務付けている。そのため、各事業者は、多種

多様なタービンと設置場所に特有の技術的要件を満たすた

めに、個別の解体・リサイクル計画を策定しなければなら

ない （UBA 2020b）。この多様性ゆえに、風力タービンの

EOL（使用済み）管理において、統一的かつ一般的なアプロ

ーチの確立が困難になっている。2023 年に連邦環境庁

（UBA ）が委託した、風力タービンの解体とリサイクルの

ための優良事例対策（good practice measures）の開発に関

する調査でも、効率的なリサイクルを実施できるような適

切な製造業者の関連情報が、解体時において、ほとんど或

いはまったくないのが通常であると記されている。その結

果、風力タービンの CRMsのリサイクルに関する一般仕様

書も存在しない（ Otto et al. 2023）。 

同様に、CE アプローチの導入を要求または推進するような

電解槽スタックに関する具体的な要件も特定できなかっ

た。しかし、ドイツ政府による改定版「国家水素戦略」で

は、水素製造のための CRMsの消費を大幅に削減するため

に、またはこれらの原材料を代替するために、エネルギー

原材料の基礎研究を推進するという目標を掲げている 

（BMWK 2023a）。 

4.1.2 調整機関、多国間枠組みと国際協力での取組み 

ドイツでは、CRMs 供給に関する問題は主に BMWK（ドイ

ツ連邦経済気候保護省）が担当し、ドイツ鉱物資源局

（DERA）は、こうした重要課題に対する同省の取り組みを

支援するため、2010 年に、最初の原材料戦略の実施機関と

して設立された。DERA は、 BMWK が所轄する技術・科学

の上級行政機関である連邦地球科学・天然資源研究所

（BGR） に属する。DERA は、鉱物原材料および特定の中

間製品の価格推移や需給動向などのモニタリングを行って

いる。このような情報は、ドイツ企業が、潜在的な価格リ

スクや供給リスクおよび市場におけるクリティカルな動向

を早期に特定し、適切な代替戦略を策定できるようにする

ためのものである。さらに、原材料加工および軽量建設の

関連事業に対する R&D 資金の提供や、企業、学術機関や行

政からの各代表者など産官学による新たな対話プロセスも

生まれている（Presse- und Informationsamt der 

Bundesregierung 2023）。さらに、ドイツ資源研究所

（GERRI） は、「ドイツ原材料戦略（German Raw 

Materials Strategy）」の実施を支援している。GERRIは連邦

地球科学・天然資源研究所（BGR）の所轄下にあり、ドイツ

政府に助言を行う 8つの研究機関で構成されている （BGR 

2020）。 

CE への変革は、ドイツの様々な関係者によって取り組まれ

ている横断的な課題であり、連邦政府内の関係省庁が定期

的にその取り組みの調整を行っている。このため、連邦首

相府が担当する国家持続可能性戦略の一環として、CE をテ

ーマに省庁横断的な変革チームが設置された。NKWS（国家

循環経済戦略）は、様々な利害関係者を巻き込み参加型プ

ロセスによって作成され、BMUV 主導の下、ドイツの傘下

組織の代表者との対話フォーラムなども交え、様々な活動

を行っている。(BMUV 2023b）.  

2015 年、ドイツ連邦政府は、地域および世界の資源効率化

を促進するために、政策決定機関、企業、研究機関のため

の国際フォーラムとして「G7 資源効率性アライアンス」を

発足させた （ G7 Alliance for Resource Efficiency n.d.）。

2017 年にドイツのハンブルクで開催された G20 サミットで

は、「G20 資源効率性対話（G20 Resource Efficiency 

Dialogue）」が設立され、天然資源の持続可能な利用を推

進し、設立以降、定期的に会合を開催している （IGES 

n.d.） 。 

さらに、連邦政府は ECの活動を支援し、EU レベルの様々

な委員会や作業部会に参加している。中でも BMWK は「原

材料供給グループ（Raw Materials Supply Group）」のメ

ンバーであり、EU 加盟国、産業界、研究機関、市民社会の

専門家が集まり、原材料の持続可能な供給についての助言

を ECに対して行っている （BMWi 2019）。様々の利害関

係者を含む参加型の「原材料に関する欧州イノベーショ

ン・パートナーシップ（EIP/European Innovative 

Partnership）」  の一環として、産業界代表、公的機関の

職員、学者、NGO のメンバーも、欧州委員会、EU 加盟国、

民間のステークホルダーに対し、原材料に関連する課題に

取り組むための革新的な戦略について助言を行っている

（ EC n.d.b）。さらに、EIT RawMaterials は、EU の持続可

能な原材料供給を支援するため、欧州イノベーション・技

術機構（EIT）内に原材料部門のイノベーション・コミュニ

ティとして、2015 年に設立された。EIT RawMaterials に

は、産業界、学術機関、研究機関、投資部門から 300 人を

超える会員が参加し、欧州の CE への移行支援を目指してい

る （EIT RawMaterials 2023a）。また、EU の CRMA（重要

原材料法案）の一環として、2020 年に設立された 「欧州原

材料アライアンス（ERMA/European Raw Materials 

Alliance）」 を主導している。このイニシアティブでは、

バリューチェーンの企業関係者、加盟国、地域、労働組

合、市民社会、研究・技術機関、投資家、NGO などが協力

して、EU における CRMsの獲得にむけて、規定や政策面で



 

障害となっている問題を解決し、循環型アプローチ強化の

ための投資提供などの取組みを行っている （EIT 

RawMaterials 2023b）。 

4.1.3 エネルギー転換にとって重要な原材料のための循

環経済型ソリューション：業界優良事例 

すでに多くのドイツ企業が、第 4章で述べたような CE 戦略

の一部を適用し、エネルギー転換のための CRMsを循環さ

せることに成功している（Fichter et al.）。以下の情報ボッ

クスでは、優良事例のいくつかを選定して紹介している。

ここでは、可能な限り様々なエネルギー転換技術と CE アプ

ローチを紹介するため選定したが、すべてを網羅できてい

るものではない。 

Refurbish & Repurpose：使用済み電気自動車用電池を

定置用蓄電池ユニットに - Voltfang GmbH 

使用済みリチウムイオンの電気自動車用電池（EVB）は、

その後のセカンドライフで定置用蓄電池ユニットとして

使用することが可能だ。これは、例えば、電力網オペレ

ーター（electricity grid operators）への一次電力制御

（primary power control）の供給や、民間、商業、産業

セクターで、自家発電の最適化、負荷管理、ピーク負荷

の抑制などに使用できる。電気自動車市場からの廃車

（ELV）の供給はまだ限られているため（電気自動車の販

売／生産が最近になってようやく増加したため）、これ

までのところ、二次電池の大半は主に試験車両からのも

のか、自動車メーカーの技術要件を満たせず、新しい電

池モジュール生産中に在庫処分となった B級品である。

だが将来的には、e-モビリティの拡大に伴い、中古バッ

テリーの入手可能性は全体的に高まると予想される

（ Fichter et al.2023）。 

 

2021 年、アーヘンで設立されたスタートアップ企業ヴォ

ルトファング社（Voltfang GmbH ）は、ドイツの企業や

ビジネスの顧客向けに定置用二次バッテリーを提供する

トップ企業である。同社は、最低限 80％の容量を持つ中

古の電池モジュールを購入し、試験を行い、使用可能な

寿命を決定する。 その後、10 年間の定額制期間、二次電

池は修理・調整（リファービッシュ）を経て、再出荷さ

れ顧客の手元に戻される。この期間内に電池モジュール

の性能が最低値を下回った場合、ヴォルトファング社に

よって交換される。これまでヴォルトファング社は、幅

広い支店網を持つ企業に対し、主に定置用蓄電システム

として二次電池を提供してきた。しかし将来的には、分

散型エネルギー発電と消費ユニットを統合した仮想発電

所を設置するため、グリッド接続型蓄電システム（grid-

connected battery storage systems）の分野にも進出した

いと考えている。ヴォルトファング社は、2023 年 11 月

までに 600 の高性能電池モジュールをリファービッシュ

とリユースによって、早期のリサイクルを回避した 

（Fichter et al. 2023）。  

 

Reuse：太陽光パネルの二次利用 – 2nd Life Solar GmbH 

& Co.KG 

ドイツにおける太陽光パネルのリサイクルは、これまで

かなり非公式な形で行われてきた。パネル製造業者との

連携不在の独立した民間企業によって支配されてきたか

らだ。同様に、太陽光パネルのセカンドライフ市場もま

だ小さい。これは、多くの消費者が再生品や中古の太陽

光パネルの性能を信頼できず、標準化された信頼性試験

もなく、設計にも解体性を十分考慮されていないことが

多いためだ。しかし、太陽光パネルを廃棄する流れは今

後数年で大きくなり、2030 年までだけでも、中古パネル

の廃棄量は年間最大 100 万トンにも及ぶと予想されるた

め、この状況に応じてリサイクル・リユース関連インフ

ラは拡大して行く必要がある （Fichter et al.2023）。 

 

2nd Life Solar GmbH & Co.KG は、家族経営の廃棄物処

理・環境サービスを提供する Buhck 企業グループの子会

社として 2023 年にハンブルクで設立され、太陽光パネル

の再利用に集中的に取り組むドイツ初の廃棄物処理業者

である。一般的に、大規模な太陽光発電所は、進化する

技術に対応するため 10～12 年でパネル交換を行うが、お

もにこのような発電所から 2nd Life Solar は中古の太陽光

パネルを購入している。もう一つの重要な調達先は、生

産直後の品質検査で選別された欠陥のある太陽光パネル

だ。通常、リサイクル品集積所からの使用済みパネル

は、ガラスが割れていることもあり再生できないことが

多い。2ndLife では、性能レベルに関して徹底的な品質チ

ェックを行い、効率性が保たれていることが証明された

パネルを、卸売業者、パネル設置会社、NGO などと協力

し、通常は新品のパネルよりも 30～50％安い価格で販売

している。2023 年 11 月までに 2ndLife が行った検査の

パネル数は、ハンブルクの拠点だけでも年間 12 万枚であ

った。だがこのアプローチにも限界はある。プロセスの

準備コストが高いため、性能レベルテストを行う価値が

あるのは、同一種で大量のパネルに限られ、一般家庭か

ら数多く出た使用済みパネルの一枚一枚を検査するのは

経済的コスト面からみても実用的ではない。2nd Life は

また、ドイツ電気電子情報技術連合会（VDE /the German 

Association for Electrical, Electronic & Information 

Technologies）と協力して、太陽光パネルのリサイクル

とリユースの標準規格の開発に取り組み、セカンドライ

フ（二次）パネルの品質と持続可能性を確保するための

標準化されたガイドラインの作成をめざしている

（Fichter et al.）。 

 

 

Recycle: 燃料電池と電解槽スタックからのプラチナ回収 

- Robert Bosch GmbH 

電解槽と燃料電池には、とくに白金族元素などが含まれ

ており （DERA 2022c）、技術的にも経済的にもリサイク

ル性が非常に高い。例えば燃料電池スタックからは、

95％とほぼすべてのプラチナを回収できる。貴金属に対

する需要も高く、プラチナの世界需要は 2040 年までに

2018 年の生産レベルと比較して 20%増加すると、

Marschider-Weidermann (2021)は見ている。 

 

1886 年に設立されシュトゥットガルトに本社を置くドイ

ツの会社 Robert Bosch GmbH は、燃料電池スタックも

含め、モビリティ・ソリューション、産業機器テクノロ

ジー、消費財、エネルギー・建設関連テクノロジーなど

幅広く製造業に携わっている。同社は 2023 年 9 月、水

素燃料トラックのレンタル業を行っているモビリティ提

供企業のハイレーン社（Hylane）と契約を結び、燃料電

池スタックの耐用年数終了後の返却サービスを行う。こ

のような契約モデルは、ボッシュ社に対して、モバイル

アプリケーションのスタックの買い取りオプションを保

証するもので、長期的には電解槽スタックの使用済み処

https://voltfang.de/
https://2ndlifesolar.de/
https://www.bosch-presse.de/pressportal/de/en/bosch-closes-the-circle-almost-all-the-platinum-in-fuel-cell-stacks-can-be-recovered-258048.html


 

理にも適用できる可能性がある。ボッシュ社は、買い取

り後、スタックを別の業者にリサイクルを委託する計画

だ。回収されたプラチナは、ボッシュ社が新しいスタッ

クの製造に使用する。また、将来の電解スタックと燃料

電池の耐用年数と機能性を、作動中にデジタル・ツイン

によってモニタリングするための研究開発にも投資して

いる （Robert Bosch GmbH 2023）。 

 

4.2 日本 

ドイツと同様、日本も将来、国の脱炭素化目標を達成する

ために大量の CRMsが必要となる。様々な CRMs へのアク

セスを確保することは、早くから日本の優先事項であり、

このことは複数の政策文書の中で強調されている。日本の

金属リサイクル率はかなり高く、金属廃棄物の 98%をリサ

イクルしている（Benton and Hazell 2015）。 

E スクラップのリサイクルに関して言えば8 、日本は OECD

加盟国の中でもトップクラスであり、国内と輸入の両方の E

スクラップをリサイクルしている。2020 年に日本でリサイ

クルされたスクラップ量は 34 万トンで、これは 2019 年比

で約 8%減に相当する。また、日本の複数の企業は、銅やニ

ッケルなど、さまざまな金属を回収する技術を構築してき

ている （Yoshida 1/25/2024）。 

独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）

は、ニッケル、コバルト、銅を含む様々な鉱物のリサイク

ルに関するデータを提供し、リサイクルの量と率などで、

発生した廃棄物のうちリサイクルに成功した割合を示して

いる （JOGMEC 2024）。2020 年のこれらの鉱物のリサイク

ル率はそれぞれ約 1%、0.5%、42%であった （JOGMEC 

2024）。 

さらに、リチウム、ニッケル、銅などその他については、

回収率を含め、 三菱 UFJ 銀行（MUFG）によるマテリアル

フロー分析（MFA）を通じて統計が入手できる （MFUG 

                                                                                                                                                                                                                

8 E スクラップ、E廃棄物、または電子機器廃棄物には、銅、金、プ

ラチナ、レアアースなど様々な金属が含まれる。  

2023）。2023 年の MUFG のデータによると、発生したプロ

セス廃棄物および使用済み製品に含まれるリチウムの総量

は、838 トン（純量）と推定された。ニッケルについては、

使用済み製品から回収された 7.3 万トンのうち、約半分（3

万トン）が特殊鋼の生産に使用され、1 万トンが再生利用さ

れ、残りは様々な原料に使用されたと推定される。さら

に、1.5 万トンが普通鋼の電気炉に混ぜて投入されたり、他

の材料の生産に使用された。MFA によると、銅について

は、回収された 117.4 万トンのうち、18.2 万トンがリサイ

クルされて電気銅として利用され、残りは自動車、電気機

械など、工業製品の製造の投入材として利用された (MFUG 

2023)。 

4.2.1 重要鉱物の循環経済アプローチに向けた政策枠組

み 

日本は、CRMs の需要を満たすために、CE アプローチ手法

を導入することを目的とした一連の政策、戦略、施策を展

開してきた。Benton and Hazell (2015)によれば、日本が CE

を早期に導入した背景には、人口密度が高く埋立地が限ら

れていること、国内の金属・鉱物資源に乏しいこと、協働

を重視するビジネス文化があること、などがある。このこ

とが、包括的で消費者に優しいアプローチを生み出し、こ

のプロセスの中で消費者は積極的な役割を果たし、リサイ

クル事業のインフラは製造業者のコンソーシアムによって

共同所有・運営され、材料や部品の回収から利益も得られ

ている。さらに、日本は、異種原料の混合を避け、分解・

リサイクルしやすい電子機器の開発に重点を置いており、

このような取り組み姿勢は、日本の持続可能な CEに対する

強い責任感の表れである （Benton and Hazell 2015）。  

CE に関する最初の主要な戦略文書である「再生資源利用促

進法」は、早くも 1991 年に発表された (内閣官房 2002)。

これは、様々な製品のリサイクル（1R）を対象としてお

り、自動車を含む複数の製品など、環境に配慮した設計に

ついても取り上げている。1999 年、経済産業省は「循環型

 
出典：自作。  
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経済ビジョン」を発表した（ Tanaka 6/15/2023）。このビ

ジョンは、3R（リデュース、リユース、リサイクル）推進

への移行を示すもので、その目的として、廃棄物の発生抑

制、リサイクル率の向上、環境関連ビジネスの拡大、そし

て製品に対する拡大生産者責任（EPR）制度の導入がある。

このビジョンの策定により、廃棄物の発生は減り続け、ま

たリサイクル法の後押しもあり、リサイクル率は大幅に改

善した（METI 2020）。日本の CEアプローチの重要な側面

として、リサイクルの取り組み、エネルギー転換技術の進

歩、経済発展、創造的イノベーションなどがある （ユトレ

ヒト大学 2023）。このビジョンは、2001 年の「循環型社

会形成推進基本法」にも反映され ており（ Wuppertal 

Institute 2007）、より広範な環境・経済戦略に適合してい

る（Arai et al. 2023）。そのコンセプトは、従来の線形経済

（リニアエコノミー）モデルから、より持続可能性の高い

循環経済（サーキュラーエコノミー）モデルへの移行を目

指すものである。これは、リデュース（削減）、リユース

（再利用）、リサイクル（再資源化）の 3つの基本原則を

効果的に実行し、環境に配慮した廃棄物管理の実践を組み

合わせることによって達成されるものだ（MOE 2014a）。

さらに、この戦略の目標は、炭素を含む物質の焼却と埋め

立てを最小限に抑えることで、GHG 排出量を削減すること

であった。また、製造によるエネルギー消費の削減、バイ

オマス利用の拡大、および加工における再生可能エネルギ

ーへの移行にも焦点が当てられていた。さらに 2001 年に

は、持続可能な物質循環経済（material-cycle economy）の

構築を目指す「資源有効利用促進法 」が制定され（MOE 

2001）、1Rアプローチから 3R アプローチへ一歩前進し

た。これは、事業者によるリサイクルの強化、製品の長寿

命化と資源効率の促進、廃棄物からの部品の再利用によっ

て達成されるものである。この政策は、設計から廃棄物管

理まで、製品のライフサイクル全体に 3Rを取り入れてい

る。2020 年改正の「循環経済ビジョン」は、より統合的な

アプローチを強調し、環境配慮を経済システムに融合させ

たものだ ( METI 2020a）。これは、産業界が自発的に CE手

法を企業戦略や事業戦略に取り入れることを奨励し、循環

型の製品や事業のグローバル市場への拡大を目指している

（Nagasaki 2024）。さらに、このビジョンは、強靭な循環

システムを再構築することの重要性を強調しており、中・

長期的な視点で持続し成長していけるように設計されてい

る（Nagasaki 2024）。2023 年 3月、経済産業省は「成長志

向型の資源自律循環型経済戦略」を策定し、技術と規則の

革新を進め、自律した国内資源循環システムの確立を目指

している（METI 2023c ）。この戦略は、4R（Reduce, 

Reuse, Recycle, Renewable）政策の深化と国際協力の強化に

取り組み、ビジネス面では、CE 投資支援や、デジタル化、

標準化、ベンチャー企業立ち上げなどの支援を提供してい

る。また、産官学の連携による CEパートナーシップにも力

を入れている（ METI 2023c）。2018 年に閣議決定された環

境省の「第四次循環型社会形成推進基本計画」は、製品の

ライフサイクル全体での包括的な資源循環を実施すること

に焦点を当てている（MOE 2018）。政府は年次報告書を提

出し、目標達成のために採択する政策を明確にし、5 年ごと

にこの推進計画の見直しを行わなければならないなど、報

告方法も確立している。この第四次基本計画に従ってリデ

ュース、リユース、リサイクルに取り組んだ結果、2000 年

から 2015 年の 5 年間で、資源の生産性は約 58％上昇し、

最終廃棄量は 74％減少した（MOE 2018）。 

包括的な戦略、ビジョン、政策に加えて、日本は、特定の

製品グループの CEを対象とした政策を定めた。例えば、

2001 年に施行された「家電リサイクル法」は、製造業者と

小売業者に対し家電製品のリサイクルを義務付け、その結

果、原材料の回収率と再利用率が向上した。さらに、2005

年施行の「自動車リサイクル法」は、MFA（マテリアルフ

ロー分析）、リサイクルの向上、原材料リサイクルの促進

によって、自動車業界における循環性向上のための取り組

みを推進している （Yoshida 1/25/2024）。 

ドイツと同様、日本にもグリーン公共調達（GPP）に関する

法律がある。「グリーン購入法」は 2001 年に施行された

が、グリーン購入の実施は 1980 年代後半にまで遡る。2016

年現在、太陽光パネルは、この GPP政策の枠内で指定調達

品目のリストに記載されている (MOE 2016）。 

長年、ハイテク技術で鉱物資源を中心に製品製造に関わっ

てきた主要製造国である日本にとって、重要鉱物資源を管

理する戦略的手法は必然であった （IEA 2021）。1980 年代

以降、日本は重要鉱物の脆弱性の特定に積極的に取り組ん

できた結果、重要鉱物の指定、供給リスクの管理、海外事

業への投資、高度なリサイクル技術、代替、資源の備蓄な

どに重点を置く戦略が生まれた（ IEA 2021）。日本のリサ

イクルや代替技術における専門性は（ペロブスカイト太陽

電池 SPV の例に見られるように）、国際的に認められてい

る （Benton and Hazell 2015）。先進的リサイクル技術は重

要度の高い優先事項であり、リサイクル可能な原材料の回

収を国内外に拡大する取り組みも行われている。特に重要

視している重要鉱物は、タングステン、コバルト、レアア

ースなどである（Benton and Hazell 2015）。例えば、「重

要鉱物に係る安定供給確保を図るための取組方針」（2023

年）では、鉱物資源への依存度削減に向けて、リサイクル

技術の高度化などを目標としている（METI 2023f）。 

「第 6 次エネルギー基本計画」（2021 年）では、電池、半

導体、モーターの製造に不可欠な銅やその他の CRMsな

ど、鉱物資源の安定供給の確保が重要だと述べている

（METI 2023f）。同計画は、このような資源について、資

源の海外調達に伴うリスクを減らす必要性を認識し、使用

済み製品に含まれる資源のリサイクルを促進することの重

要性に焦点を当て、海外調達依存の軽減を目的としてい

る。しかし、レアアース獲得に対し一律の目標を設定して

おらず、特定の鉱種ごとの供給確保に焦点を当てている。 

 
電池  

「電池産業戦略」に加え、日本は「電池サプライチェーン

強化に向けて」のロードマップ（BASC 2022）を策定し、安

定的な CRM 調達の重要性について言及するとともに、電気

自動車やその他の用途に不可欠な、電池用金属の需要増を

支えるためのリサイクル技術への投資についても述べてい

る。 

乗用車は、2035 年までに新車販売での EV 化 100％を目指し

ている （METI 2022c）。だが、EV のリサイクルに関する具

体的な政策はまだ確立されていない。日本には「使用済自

動車の再資源化等に関する法律」（自動車リサイクル法）

はあるが、使用済みの車載用リチウムイオン電池の廃棄に

関する信頼できるシステムがないため、2015 年、その必要

性が自動車リサイクルワーキンググループで指摘されてい

る。これを受けて、日本自動車工業会（JAMA）はリサイク

ル・回収ネットワークの構築を承認し、これを進めるた

め、2018 年 10 月に自動車再資源化協力機構の監督の下に



 

回収システムを開始した。現在、これらのバッテリーは特

別管理産業廃棄物として処理されている。しかし、車載用

リチウムイオン電池を処理できる企業は日本に 12 社しかな

く、既存のインフラでは、今後予想される電池廃棄ニーズ

の増加に対応しきれない可能性があると懸念されている 

（矢野経済研究所 2022）。 

電池のリユース、リサイクル、リペアについては、現在、

経済産業省の「蓄電池のサステナビリティに関する研究

会 」で検討されている （METI 2022b）。この研究会は、車

載用蓄電池の持続可能性を高めるため、その政策の目標と

戦略に積極的に取り組んでいる。議論の焦点は次世代型蓄

電池に向けた開発目標であり、その概要はグリーンイノベ

ーション基金事業により紹介されている。この取り組みに

欠かせないのが、蓄電池リサイクル技術の開発だ。この技

術が目指しているのはレアメタルの低コスト・高品質回収

であり、レアメタル資源の持続可能な利用にとって不可欠

だ。具体的な開発目標として、リチウムの回収率 70%、ニ

ッケルの回収率 95%、コバルトの回収率 95%をあげている

（NEDO n.d.）。 

 
太陽光発電/ソーラーパネル  

ソーラーパネルを利用している他の諸国と同様に、日本で

も、今後数十年に大量の産業廃棄物が出ると予想され、い

ずれソーラーパネルの最終的廃棄という問題に取り組まな

ければならない。太陽光発電（PV）パネルの廃棄量は 2035

年から 2037 年の間にピークを迎え、年間最大 28 万トンに

達すると推定される（Bangert 2020）。  

2015 年、経済産業省と環境省は、「太陽光発電設備等のリ

ユース・リサイクル・適正処分に関する報告書」を発表し

た。この報告書には、2015 年から 2023 年までの一連の活

動を含むロードマップが示されている。特にその中で、(1) 

回収、適正処分、リサイクルの改善と確立、(2) 技術開発の

支援、(3) 環境に配慮した設計の促進、(4) 太陽光発電設備の

撤去、運搬、処理に関するガイドラインなどの活動が挙げ

られている （MOE 2014b）。このロードマップは、後の

2016 年に公表され 2018 年に改訂された「太陽光発電設備

のリサイクル等の推進に向けたガイドライン」の基礎をな

している。日本には PV の廃棄管理に特化した法律はない

（ Kobayashi 2023）。使用済み（EOL）の PV モジュールに

ついては、現在、「廃棄物処理法」の管理下にあり、この

法律によって産業廃棄物または一般廃棄物に分類される。

このギャップについて、上記のガイドラインは 2018 年、問

題を呈している。第二版のガイドラインは PV システムの適

切な使用済み管理の促進を目的としている（Kobayashi 

2023）。これは、環境に配慮した形での PV モジュールの廃

棄およびリサイクルの実践の確保に向けての一歩前進であ

り、持続可能なエネルギーと廃棄物管理という大きな目標

に合致したものである。2022 年以降、日本の固定価格買取

制度（FIT制度）では、PV が使用済みになった際の廃棄管

理費用を事前に積み立てることを義務付けている。住宅用

PV システム（10 kW 未満）を除く、PV システムおよび発電

所の所有者がこの対象となる（IEA PVPS 2022）。また、PV

についてはさらに、太陽光発電協会（JPEA）が 2016 年に

「太陽電池モジュールの環境配慮設計アセスメントガイド

ライン」を、2020 年には環境省が「太陽光発電の環境配慮

ガイドライン」を発行している。  

 
その他の技術：風力発電と水素・電解槽 

2023 年、経済産業省と環境省は「再生可能エネルギー発電

設備の廃棄・リサイクルのあり方に関する検討会」を発足

させた。この検討会は、この分野の問題に取り組むための

重要な会を複数重ねてきており、1 回目の検討会では、再生

可能エネルギー発電設備の廃棄・リサイクルの全般的現状

と課題に焦点を当てた。2 回目では、太陽光エネルギーに話

題が移り、JPEAはソーラーパネルの適切な廃棄とリサイク

ルについて議論し、ソーラーパネルのライフサイクル管理

に関する具体的な内容について議論が及んだ。その後の検

討会では風力エネルギーに焦点を当て、 日本風力発電協会

（JWPA）と日本小形風力発電協会（JSWTA）が中心となっ

て、小型風力タービンを含む風力発電設備の廃棄とリサイ

クル戦略について議論した。2023 年を通じて開催されたこ

の検討会では、再生可能エネルギー設備の EOL 管理のため

の持続可能な実施方法を確立するため、協力して取り組み

が行われてきた。このような協調的取り組み姿勢は、この

分野の環境に配慮した持続可能性と資源効率には欠かせな

いものである。 

「再生可能エネルギー発電設備の廃棄・リサイクルのあり

方に関する検討会」の将来の計画は、太陽光発電と風力発

電の戦略目標も検討の対象とすることだ （METI 2023e）。

太陽光発電については、ソーラーパネルに含まれる成分の

情報開示を規定項目に盛り込むなどして、「再生可能エネ

ルギー電気の利用の促進に関する特別措置法」（略して再

エネ特措法）の改正を検討している。この目的は、PV に使

用されている原材料情報の透明性と安全性を高めることで

ある。また、とくに事業廃止後など、使用済み PV パネルの

安全な搬入とリサイクルを奨励する制度的支援にも焦点を

当てている。このような取り組みはリサイクルシステム義

務化の導入につながり、ソーラーパネルの責任ある EOL 管

理を保証するものとなりえるだろう。 

風力発電について、検討会の将来計画は 2つある。第一

に、今後導入が予想される大型風力タービンブレードに関

して、最新のリサイクル技術開発の情報を常に入手するこ

とである。検討会は、最新技術に基づいて必要な対策を査

定し実施する計画である。第二に、小型風力タービンにつ

いては、業界の現状や通常行っている廃棄方法などに留意

しながら、廃棄問題を検討し適切な対策を講じることであ

る。これは、大型・小型のどちらの風力発電設備について

も、ライフサイクル全体を通じて確実に持続可能な管理を

行うためのアプローチである。こうした今後の活動計画

は、様々な再生可能エネルギー技術の持続可能な管理に取

り組む検討会の積極的かつ包括的な戦略を反映したもので

ある。 

「水素基本戦略」（2023 年）は、水電解装置や燃料電池の

建設に欠かせないレアアースやレアメタルのリサイクルに

ついて、その政策手段を確立する必要があることを認めて

いる（再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議 2023）。

さらに、レアメタルの消費を削減する革新的技術の開発に

ついても言及している。  

資金調達に関して、環境省は 2017 年にグリーンプロジェク

トへの民間投資を動員するための「グリーンボンドガイド

ライン」を公表した。ガイドラインでは再生可能エネルギ

ーと CE プロジェクトについて明確に言及している。このガ



 

イドラインは 2020 年に改訂され、それ以降、対象をグリー

ンローンにも広げている（MOE 2017）。 

2021 年、経済産業省と環境省は共同で「サーキュラー・エ

コノミーに係るサステナブル・ファイナンス促進のための

開示・対話ガイダンス」をまとめた。技術革新の最前線に

いる企業と、資本を配分・管理する金融機関は、循環経済

へのシフトを推進する上で極めて重要である。日本政府の

指示に従い、本ガイダンスは、特に CE目標を推進する取り

組みと情報開示とに焦点を当て、企業と投資家の間の有意

義な対話を促進することを目的としている（MOE 2017）。 

4.2.2 調整機関、多国間枠組みと国際協力での取組み 

日本の環境省（MOE）主導で進められている循環型社会

（SMCS/Sound Material-Cycle Society）への取り組みは、日

本そして世界における喫緊の社会・環境問題を対象として

いる。この戦略は、全体的な視点に立った枠組みを用い

て、持続可能性の基礎となる 3 つの柱（環境、経済、社

会）を統合することで、包括的でバランスのとれた進歩を

確実に遂げることを目指している（ 4.2.1 を参照のこと）。

環境省は、CE に関連する様々な社会的課題に取り組むた

め、国際協力の構築に重点を置いている。SMCS 計画は、住

民、地方自治体、NGO、民間セクターなどの参加も促し

（ Arai et al.  2023）、脱炭素型金属リサイクルシステムの

早期社会実装化に向けた実証事業や（MOE 2020a）、脱炭

素社会を支えるプラスチックその他の資源循環システムを

構築する実証事業など（MOE 2020b）、複数の具体的なプ

ロジェクトを推進している。  

経済産業省（METI）は、CEソリューションを推進する第 2

の主要調整機関である。経済産業省は「循環経済ビジョン

2020」を発表し、日本の CEへの移行の必要性を強調してい

る。日本の「循環経済ビジョン 2020」を策定する上で大き

な影響を与えたのは、EU の CE 政策である（ Arai et al. 

2023）。CEの導入は日本産業の競争力を高めると同時に、

環境保全と経済成長の互恵的な関係を促進すると経済産業

省は述べている （METI 2020a）。同省が提言している対策

として、資源効率の向上、高度な循環型ビジネスモデルへ

の移行、企業の自主的な CEへの取り組みの奨励などがあ

り、すべて最小限の規制介入で実施されている（Arai et al. 

2023）。「成長志向型の資源自律経済戦略」（4.2.1 参照）

の中で、民間セクターに対し、CE 投資、デジタル化、標準

化、およびスタートアップ支援の分野での政策支援を行う

と明言している （ METI 2023c）。 

経済産業省による CE（循環経済）の解釈は、環境省が導入

した SMCS（循環型社会）概念とは異なるものである。経済

産業省の CE戦略は、経済性を重視し様々な参加者やバリュ

ーチェーンも巻き込み（METI 2020a）、CEは「環境と成長

の好循環」ととらえている（METI 2020a, p. 4）。この点

で、環境と社会的側面を重視する環境省の SMCSの論じ方

とは異なる （Arai et al.  2023）。しかし、環境省も経済産

業省も、「循環」という同じ目的を目指しているおり、こ

の二つの考え方は並行して推進していくべきであると述べ

ている（Arai et al. 2023）。また、経済産業省は、2兆円規

模の「グリーンイノベーション基金」を 国立研究開発法人

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO ）に造成し

た（ METI 2023b）。NEDO は、持続可能な社会のための技

術開発とイノベーションを促進する国の研究開発機関であ

る。 

独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）

は、重要な金属やエネルギー資源を確保するため、日本の

戦略的アプローチにおける重要な調整機関として 2004 年に

設立された（JOGMEC n.d.）。経済産業省が所管する独立行

政法人である JOGMEC は、主に同省の政策の実施機関であ

り、また、日本の民間企業に対する支援も行っている。重

要資源の探査や獲得に伴う様々なリスクの軽減化を図る企

業支援において、JOGMEC は重要な役割を担っている。そ

の支援業務は多岐に渡るが、主に 3つの取り組みがある。

すなわち、(1)資金援助、(2)ジョイントベンチャー（JV）調

査、(3)国際協力の推進、である。特に、アフリカや南米な

ど、資源豊富な地域での JV 探査事業に力を入れており、重

要な鉱物・エネルギー資源への日本のアクセス拡大に努め

ている。JOGMEC の特筆すべき投資の一つに、豪州の鉱山

会社ライナス・レアアース社（Lynas Rare Earths Ltd.）への

2 億豪ドル相当の出資がある（CISL and Wuppertal Institute 

2023）。この投資事例が示すように、日本は、極めて重要

な資源確保のために、国際協力と戦略的な資金援助を駆使

し広い視野に立った戦略を展開している。 

2021 年 2 月、「 循環経済及び資源効率性に関するグローバ

ルアライアンス（GACERE/Global Alliance for Circular 

Economy and Resource Efficiency ）」が発足した。このア

ライアンスには、日本、EU、その他、グローバルサウスや

グローバルノースの国々が加盟している。その目的は、優

れた政策実践を共有し、パートナーシップを支援し、天然

資源のガバナンスに関するグローバルな対話を促進するこ

とである（Ito 2022）。  

その他の多国間協力の枠組みとして、「アジア太平洋 3R・

循環経済推進フォーラム（Regional 3R & CE Forum in Asia 

and the Pacific）」 （MOE o.J.）のように、日本の省庁が

政府高官レベルで関与しているものもあれば、「アフリカ

ン・クリーン・シティ・プラットフォーム (ACCP/African 

Clean Cities Platform)」のように、特定の地域に限定した

情報共有のためのアプローチもある（UNEP 2022）。  

「循環経済パートナーシップ（ J4CE /Japan Partnership 

for Circular Economy ）」は、経済産業省と一般社団法人

日本経済団体連合会（経団連）によって創設され、日本の

協働ビジネス手法や、持続可能性に向けた協働手法の事例

を紹介している。2021 年 3 月に発足した J4CE は、官民の

連携を強化し、様々なステークホルダー間の循環経済に対

する理解を促進することを目指している。発足直後から 100

社以上もの企業が参加する J4CE は、電池など世界的に関心

の高い重要な分野においても、環型経済の取り組みを推し

進めていく意欲を示している（J4CE 2021）。 

4.2.3 エネルギー転換にとって重要な原材料のための循

環経済型ソリューション：業界優良事例     

第 4章で述べたように、CE 戦略をビジネスモデルにうまく

取り入れている日本企業は数多くある。その結果、CRM を

可能な限り長く循環させることができている。以下の情報

ボックスでは、優良事例をいくつか紹介している。様々な

エネルギー転換技術を紹介する目的で事例を選定したが、

すべてを網羅しているものではない。  

Reuse, Remanufacture & Recycle：壊れた太陽光発電

（PV）パネルと不純物シリコンに新たな命を -（株）永

輝商事 



 

 

4.2.1 で述べたように、太陽エネルギーを利用する他の

国々と同様に、日本も太陽光発電の廃棄物管理という問

題に直面している。というのも、太陽エネルギー設備の

急成長な成長に伴い、使用済みとなったソーラーパネル

の量も増加しているからだ。廃棄されたパネルには再利

用やリサイクル可能な貴重な原料も含まれているため、

この問題は廃棄物管理や資源回収といった新たな挑戦課

題である。しかし日本は、太陽光パネルのリサイクルや

リパーパスという革新的なアプローチで、こうした課題

に積極的に取り組んでいる。 

 

（株）永輝商事は東京に本社を置く日本の再生可能エネ

ルギー企業で、従業員数は 91 名である。PV パネルのリ

ユース、リペア、リサイクルを中心に事業を展開してい

る。不良パネルや余剰在庫をメーカーから譲り受け、系

統的に選別・解体し、その後、修理・修復を行う。再生

されたパネルは、コンゴ、インドネシア、ミャンマー、

ネパール、ウガンダなどで新たな用途で使われている

（Bangert 2020）。さらに同社は、OA機器やパソコンの

リサイクルにも積極的に取り組んでおり、プリント基板

や液晶パネルなどの有価物を選別し、国内外で再販して

いる。リサイクル品は電子商取引サイトでも販売され、

資源の再利用と有効活用につながっている。また、シリ

コン精製業者から利用できなくなったシリコンを買い取

り、太陽光発電設備の原料としてリサイクルしている。

半導体に欠かせない材料であるシリコンは、ほぼ 100％

という超高純度まで精製する必要がある。一方、太陽光

発電設備の原料として求められる純度は、それよりも若

干低くなるが、それでも 99.99％をはるかに超える。その

ため、この材料はまだ利用可能なのである（ 永輝商事

2023）。 

 

 

Recycle：電子部品からの有価金属 - （株）アステック入

江 

電気電子機器廃棄物（e-waste）の発生量は 2030 年まで

に 7500 万トンを超えると予想されており、その大部分は

アジア諸国で発生している（Yoshida1/25/2024）。しか

し、この廃棄物には様々な貴金属やレアアースメタルが

含まれており、他の技術の生産に利用することができ

る。日本には「小型家電リサイクル法」（2013 年）や

「家電リサイクル法」（2001 年）などがあり（Nagasaki 

2024）、e-waste のリサイクル推進関連の政策を立案

し、この問題に対処している。日本は、e-waste リサイク

ル分野のトップランナーなのである（Yoshida 

1/25/2024）。 

 

（株）アステック入江は北九州市に位置し、740 人以上

の従業員が働く。同社は、鉄鋼メーカーの生産工程にお

けるサポートから、自動車や石油産業などで使用される

鋼管そのものの製造まで、様々な製品とサービスを提供

している。  

 

これと並行して、同社はいわゆる都市鉱山リサイクルに

も積極的に取り組んでいる。つまり、パソコンや携帯電

話のプリント基板など、使用済みの電子機器から金属を

取り出すリサイクル処理を行っているのだ。使用済みの

電子機器には多くの電子部品が搭載されており、半田な

どで接合し固定されているため、取り除く必要がある 

（Astec irie 2023）。さらに、電子部品の種類によって、

忌避剤や貴金属などの有用物質の含有量が異なるため、

取り外した電子部品をさらに選別する必要がある。  

 

（株）アステック入江は、塩化鉄のリサイクルと過熱水

蒸気を組み合わせて、これらの電子部品を抽出・選別す

る方法を開発し、金、銅、ニッケル、パラジウムなどの

有価金属のリサイクルに貢献している。同社はまた、AI

技術を応用して、手作業ではできないような小さな電子

部品の選別も行っている。AI はまだ開発段階だが、90％

の確率で部品を選別することができる（Takahashi et al. 

2021）。 

 

 

Reuse & Recycle：リチウムイオン電池カソードに第二

の人生を -（株） JERA および（株）住友化学 

カーボンニュートラルの実現に向けて電気自動車（EV）

の普及増が見込まれる中、天然資源に乏しい日本では、

使用済み電池からレアメタルを効率的かつ環境に優しい

方法で分離・回収し、電池材料として再利用することが

最優先課題である（Jera Co., Inc. 2022）。 

 

（株）JERA と（株）住友化学 

は、NEDO のグリーンイノベーション基金事業の助成を

受け、EV 用のリチウムイオン電池の一部を再利用する技

術の開発プロジェクトを実施している （JERA Co., Inc. 

2022）。既存のリサイクル技術では、GHG 排出を誘発す

るだけでなく、材料の酸化・分解を招き、レアメタルの

効率的な回収を妨げてしまう。このプロジェクトは、電

気自動車のリチウムイオン電池をリサイクルするグリー

ンプロセスを構築し、このような障害を克服している。

このプロジェクト期間は 2022 年から 2030 年である 

（ JERA Co., Inc.2022）。  

 

また、JERAは早稲田大学および熊本大学と協力し電池材

料の新しい分離・回収方法を開発中である （JERA Co., 

Inc.2022）。住友化学は京都大学と協力し、JERAが分離

回収した正極材を金属に戻さずに再生する新技術を開発

している（ JERA Co., Inc. 2022）。 

 

 

Reuse, Refurbish, Recycle：日本初のソーラーパネル再

利用プラットフォーム - （株）丸紅および（株）浜田 

日本の初期の太陽光発電設備が徐々に廃止され、使用済

み資材が大量に出ると予想されることから、2040 年以

降、毎年 80 万トンのソーラーパネルが廃棄対象となる

と、リサイクル企業は試算している （浜田. 2022）。こ

れまでのところ、日本におけるソーラーパネルの再利用

に向けた取り組みは、その品質保証の難しさから停滞し

ている （丸紅 2022）。 

 

丸紅株式会社と株式会社浜田は、リクシア株式会社を設

立し、太陽光発電パネルのリユースおよびリサイクル事

業を開始した。これは使用済み太陽光パネルの買取販売

サービスも対象となる （丸紅 2023）。このソリューショ

ンの要点は、使用済みパネルを売買するためのオンライ

ン・プラットフォームであろう （Bourne 2023）。この

プラットフォームには、パネルの仕様、使用履歴、性能

データなどの情報が掲載され、リサイクルサービスの依

頼にも対応している（Bourne 2023）。リクシアが目指し

https://www.eikishoji.co.jp/en/
https://www.astec-irie.co.jp/
https://www.sumitomo-chem.co.jp/english/
https://www.marubeni.com/en/
https://www.kkhamada.com/en/


 

ているのは、確立された性能試験方法に基づいてパネル

の評価・購入サービスを提供することである。パネルは

製品保証付きで販売することも可能だ (丸紅 2022)。 



 

ドイツと日本は、特にエネルギー転換のための原材料需要

が高まっていることから、CRMs の持続可能な供給に関する

課題について、二国間および多国間交流のための様々な対

話の場をすでに設けている。CE がすでにひとつのソリュー

ションとして議論されている例もある。 

2023 年 3 月、ドイツ連邦共和国と日本の両政府は、第１回

日独政府間協議の一環として共同声明を発表した。その中

でクリーンエネルギーと電池についても特記しており、

CRMs の十分な供給を確保するために協力を強化していくこ

とに合意した。この中ではまた、CEは CRMs へのアクセス

を促進する戦略であることにも言及している。共同声明

は、それぞれの国の資源担当機関（日本では JOGMEC、ド

イツでは BGR）が、重要鉱物の供給確保に関する諸問題に

関し、より緊密に協力し、知見や情報を交換することを定

めている （連邦政府 2023a）。 

「日独エネルギーパートナーシップ」は、エネルギー転換

に関する両国の協力を強化するため、2019 年にドイツの連

邦経済・保護省（BMWK）と日本の経済産業省（METI）の

間で設立された。2023 年 11 月に開催されたエネルギーパ

ートナーシップの協力委員会（日独エネルギー転換協力委

員会）では、今後の協力内容として、ペロブスカイト太陽

電池など太陽光発電の代替技術に関するテーマと、サプラ

イチェーンや CRM への依存度をどのように減らすことがで

きるかについての意見交換などがあげられた。さらに 2024

年 1月には、エネルギーパートナーシップの主要公開イベ

ントとして「第 13 回日独エネルギー・環境フォーラム

（EEDF）」が開催され、「気候変動対策のための循環経

済」をテーマに、エネルギー転換と循環経済との接点につ

いて議論する 2つのセッションが設けられた。  

ドイツ（2022 年）と日本（2023 年）は 2年連続で G7 議長

国を務め、その任期中、両政府は経済安全保障分野での協

力を強化する意向を再確認した（ 連邦政府 2023a）。例え

ば、ドイツが議長国を務める 2022 年の「G7 ドイツサミッ

ト」では、いわゆる「ベルリン・ロードマップ」が採択さ

れたが、この中で、G7 加盟国は、資源効率と CEを協力し

て強化することを約束し、2022 年から 2025 年までの目標

設定を行った。この目標として、エコデザイン（環境配慮

設計）製品、循環型ビジネスモデル、グリーン公共調達

（GPP）に関するテーマで加盟国間の協議の機会を増やすこ

となどが定められた（ G7 2022）。2023 年、日本が議長国

を務める「G7 広島サミット」では、民間セクターにおける

CE と資源効率を促進するための行動指針である「 循環経済

及び資源効率原則 (CEREP)」が採択された（G7 2023）。 

ドイツが議長国を務めた 2015 年の G7 では、自主的なフォ

ーラムとして「資源効率性のための G7 アライアンス

（ARE/G7 Alliance on Resource Efficiency）」を発足さ

せ、資源効率を毎回 G7 で協議するテーマとした。この G7  

アライアンスの枠組みで、日本、ドイツ、その他 G7 の政策

担当者は協力して、資源効率と CEについての国際的な対話

を促進し、この分野の専門家の参加も交えてこの問題に取

り組んでいる。2023 年に日本で開催された「G7 札幌 気

候・エネルギー・環境大臣会合」では、CRMs の安全保障を

目指す「5 ポイントプラン」が発表され、その中で CRMsア

クセスを確保する上でリサイクル（とくに使用済みのリチ

ウム電池やネオジム磁石のリサイクル）は重要戦略である

との G7 諸国の認識が示された（G7 Ministers 2023）。この

テーマについて、G7 アライアンスは 他の国際フォーラムと

も協力しており、ドイツと日本も参加している（G7 Alliance 

on Resource Efficiency n.d.）。ドイツが議長国を務めた

2017 年ハンブルク開催の G20 サミットで始まった「G20 資

源効率性対話」もその一つである。2019 年には、日本が議

長国を務めた「G20 資源効率性対話」が東京で開催され

た。この一環として環境省の支援で、関連情報を共有する

ためのポータルサイトが開設され、IGES が運営管理を務め

ている。G20 資源効率性対話はまた、天然資源の持続可能

な利用を促進し、定例会を開催している（IGES n.d.）。  

日本とドイツは、2007 年から UNEP の「国際資源パネル 

（IRP）」の運営委員も務めている。IRPは、天然資源の利

用に関する情報共有のための国際的な科学・政策プラット

フォームである。その共通の目標は、資源効率化を実行す

ることにより、過剰な資源消費から脱却するためのアプロ

ーチを開発することである。IRP の「COVID-19 パンデミッ

ク後の回復力のある社会の構築（Building Resilient Societies 

after the COVID-19 Pandemic）」プログラムの一環で、一

次原材料の消費を削減するための具体的な手段として、循

環型アプローチの導入が議論されている （UNEP n.d.）。 

ドイツと日本はともに、 2022 年、米国主導で始まった国際

的な「鉱物安全保障パートナーシップ （MSP）」の加盟国

である。MSP は、環境保全に努めながら、CRMs の強靭な

サプライチェーンを構築することを目的としている。MSP

の加盟国は、リサイクル技術の向上を含め、サプライチェ

ーン全体にわたる国際的な取り組みへの資金提供を約束し

ている（CISL and Wuppertal Institute 2023; 米国国務省 

n.d.）。 

また、日本は、原材料の安全保障と CEに関する諸問題につ

いて、EU と様々な枠組みにおいて緊密な協力関係にある。

直近では、日・EU 首脳協議において、ECと JOGMEC との

間で、CRM のサプライチェーンに関する二国間協力の強化

を目的とした協力取決めが締結された（2023 年 7 月 6 日） 

（EC 2023a）。 

5 既存の日独協力フォーラム 



 

日本とドイツは両国とも、世界有数のエネルギー消費大国

である（Enerdata 2023）。ドイツは 2045 年までに、日本

は 2050 年までに、気候中立を達成するという明確な目標を

掲げている。この目標は、陸上・洋上の風力および太陽光

発電を含む再生可能エネルギー技術を大幅に拡大すること

によって達成できる。エネルギー転換において、ドイツは

先頭を行き、特に風力発電と太陽光発電では意欲的な目標

を掲げ、早くから自然エネルギーへの移行を開始した。対

照的に日本は、2050 年までに再生可能エネルギー割合の大

幅増を目指しながらも、原子力と CCS（二酸化炭素回収・

貯留）つき発電をミックスした脱炭素化戦略でのぞんでい

る。取り組みのペースや戦略は異なるものの、両国とも、

気候変動対策目標を達成する上で CRMsは重要であると認

識している。 

クリーンエネルギーへの移行技術に必要な CRMsに関して

は、日本もドイツも自国での鉱業能力がほとんどないた

め、第三国、特に中国からの輸入に大きく依存している。

両政府は、安定供給と、CRM の一次採掘・加工に伴う GHG

排出量は、大きな問題であると認識している。こうした懸

念は、ドイツの「原材料戦略」（2020 年）や日本の「重要

鉱物に係る安定供給確保を図るための取組方針」（2023

年）など、将来の持続可能な CRMs へのアクセスを確保す

ることを目的とした近年の戦略に反映されている。 

ドイツでは、これはやや新しいアプローチといえよう。と

いうのも、商品の安定供給は従来、企業側の責任と見なさ

れ、国はほとんど関与してこなかったからである（例え

ば、鉱山企業に対して公的な参与も国家備蓄体制の確立も

ない）。これは、DERA のような中央調整機関が 2010 年に

なって初めて設立されたという事実からもうかがえる。  

日本は、孤立した国土に加え、極めて重要な供給国との地

政学的緊張関係に起因する供給の滞りという経験から、

CRMs のアクセス安定化に向けて、政策の枠組みと財政支援

を導入し、原材料政策では市場の効率性よりも一般的な供

給の安全性を優先してきた。例えば、2020 年の「新国際資

源戦略」では、国家備蓄の開発について定めている。ま

た、日本の中央調整機関である JOGMEC は、2004 年から鉱

山企業に対する財政支援を行い、海外の鉱山プロジェクト

に直接参加する場合もある。 

日本とドイツでは、CRMs のアクセス確保のためのアプロー

チは全般的には異なるものの、両国とも、輸入依存および

バージン CRMsの採掘と加工に伴う大量の GHG 排出量は、

クリーンエネルギー移行に向けて、重大な問題であること

を確認した。そのため、両国は、CE によって輸入依存を減

らし、かつ GHG 排出を削減できるとの認識に基づいて、

数々の戦略を策定してきた。このような政治的ビジョンの

共通性は、様々な二国間および多国間の枠組みの中での日

独間の緊密な協力関係にも表れている。2022 年（ドイ

ツ）、2023 年（日本）と相次いで G7 の議長国を務める

中、CEと CRMs の資源効率というテーマは、近年、多国間

協議でのテーマとして取り上げられるようになった。 

図 4および 図 5 が示すように、両国では、全体的な CE概

念を強化するような一連の政策や戦略、手段が導入されて

きた。この中には、重要なエネルギー転換技術において

CRMs への最も持続可能性の高いアクセスを確保するための

CE 導入アプローチも既にいくつか含まれている。1991 年の

「再生資源利用促進法」（1R）、1999 年の初めての「循環

経済ビジョン」（3R）（2020 年に改正）、2001 年の「循

環型社会形成推進基本法」や「資源有効利用促進法」を制

定し、日本は早くから持続可能性の政策における指針とし

て CEを確立してきた。したがって日本は、リデュース、リ

ユース、リサイクルという「3R」を政策的に推進してきた

パイオニアといえる。日本のリサイクル分野のインフラは

かなり進んでおり、廃棄された金属全体の 98%がリサイク

ルされており、リサイクルと代替技術の分野での日本の高

い専門性は世界に知られている。日本は、電子機器、自動

車、その他の重要部品のリサイクルとリユースを目標とし

た、数々の政策と取り組みを行ってきた。2001 年に制定さ

れた「家電リサイクル法」は、主要家電製品のリサイクル

を義務付けており、「自動車リサイ クル法」（2005 年）で

は、日本の自動車産業が、自動車部品の原材料リサイクル

の CE促進を牽引していくことを目指している。廃棄物の問

題と、クリーンエネルギー技術や貯蔵技術における廃棄物

管理の問題は、経済産業省の複数の研究会で議論されてい

る。例えば、廃棄処分となる太陽光発電が今後増加する問

題はすでに認識されており、「太陽光発電設備のリサイク

ル等の推進に向けたガイドライン」を作成するなどして取

り組んでいる。風力タービンについても同様の議論が進行

中である。電池製造のための安定的な CRM 調達については

「日本の畜電池産業戦略」（2022 年）で言及されており、

使用済み電池の処分については、経済産業省の 「蓄電池の

サステナビリティに関する研究会 」で議論されている。 

さらに、持続可能な CEプラクティスに向けた技術と革新に

重点を置く日本の戦略姿勢は、2023 年 3 月に策定された

「成長志向型の資源自律経済戦略」でも明らかだ。これ

は、自律した国内資源循環システムの確立と 4R政策の深化

を目標とする。この戦略は、CE 投資、デジタル化、スター

トアップやベンチャーの支援を行うものであり、CEと CRM

に対する日本のアプローチの特徴となっている。「グリー

ンボンドガイドライン」および「サーキュラー・エコノミ

ーに係るサステナブル・ファイナンス促進のための開示・

対話ガイダンス」では、日本の CE・CRM の事業や活動支援

における資金調達の役割などについての特徴が明記されて

おり、持続可能な資源管理を推進していく上で重要な資金

メカニズムを紹介している。 

ドイツは全般的に良好な回収・リサイクルインフラを有し

ており、基本的に CEアプローチの導入も可能である。バル

ク金属分野でもすでに良好なリサイクル率を達成してい

る。現在の特殊金属と一部の工業用金属の回収率は全般的

に低いが、エネルギー転換技術からの回収も含め、質の高

い CRMs回収に向けた革新的な取り組みを試験的に行って

いるドイツ企業もある（4.1.3 参照）。このような取り組み

の枠組み条件は、様々な政策プログラムや資金調達の支援

策によって定められている。例えば、CE アプローチに関す

るドイツで最初の包括的な法令は「循環経済法（KrWG）」

6 比較 



 

で 2012 年に可決した（2020 年に改正）。エネルギー転換

技術にとって特に重要な CRMs の回収とリサイクルに関す

る要件についても、様々な製品の種類別に定めた法令で定

められており、その数も年々増えている。例えば、「電池

法」（2009 年施行、2021 年改正）や、電気・電気機器の販

売・回収、適正処分を定めた「廃電気・電子機器法」

（2015 年、2022 年改正）があり、使用済みの太陽光発電の

処理に関する規定を定めている。包括的な CEアプローチ

（エコデザインに関するものなど）に向けて、セクター別

の規制の改定や策定に向けた一連の取組みが始まった。こ

れは、欧州におけるグローバル・サプライチェーンの脆弱

性に対して改めて注意を払わざるえなくなった、2022 年初

頭のロシアによるウクライナ侵攻以降、特に顕著である。

ドイツが策定した「循環型経済標準化ロードマップ」

（2023 年）と「国家循環型経済戦略（NKWS）」（2022

年）、そして EU が 2020 年に採択した「循環型経済行動計

画（CEAP）」では、循環経済と資源効率を達成するための

様々なアプローチや戦略をいかにスムーズに展開させてい

けるかについて、様々な提案をしている。これはまた、

4.1.3.で紹介しているように、ドイツのパイロット事業など

様々な CEビジネスモデル（例えば、セカンドライフ電池や

太陽光パネルの試験や販売）の普及にも役立つと考えられ

る。  

ドイツと日本における政策と産業界の優良事例を概観する

と、従来の循環性の理解の仕方はリサイクルに限定されて

いたことが多く、以前の政策は回収率やリサイクル率など

数値的な規定を定めるだけのものが多かった （Tedesco et 

al. 2023; CISL and Wuppertal Institute 2023）。第 4 章で紹

介したような、より十分な機能を備えた CEモデルは、

Remanufacture（再製造）、Rethink（再考）、Refurbish

（調整・改修）などの総合的なアプローチを含むものであ

るが、従来の政策では十分に推奨されてこなかった（CIS 

and Wuppertak Institute 2023）。近年の政策ではこの点に

留意し、CRMs やエネルギー転換技術に向けて、より広範な 

CE アプローチを実践するための新たな規定や支援スキーム

を導入している。このような傾向は、例えば、ドイツの

「電池法」や「廃電気電子機器法」の条項の中で、電池や

太陽光発電の製造業者に対し製品の耐久性や再利用性の向

上を求めるなど、その条文にも表れている。これはまた、

「循環経済法」や、公共調達の決定時における持続可能な

製品の優先原則（国などの公的機関が率先して環境物品な

どの特定調達品目を推進する規定）の導入を目的とした、

近年の EU レベルで提案・採択された一連の法律にも見られ

る。その中には、デジタル製品パスポート（DPP）の導入を

定めた新たな「EU 電池指令」や、製品の再利用性を高める

製品設計に関する規定を導入している「持続可能な製品の

ためのエコデザイン規則（ESPR）」などがある。 

日本でも、従来の CE政策はリサイクル（1R）に重点を置い

てきたが、新たな政策、対策、取組みは、製品のライフサ

イクルの別の側面も重視している。例えば、2020 年の「太

陽光発電の環境配慮ガイドライン」では、循環型設計（サ

ーキュラーデザイン）の重要性が示されている。さらに、

太陽光パネルを製造する際、ペロブスカイト太陽光発電な

ど、CRMs に替わる代替素材を使用する取り組みも行われて

いる。「水素基本戦略」（2023 年）では、電解槽や燃料電

池に欠かせない再生可能エネルギーやレアメタルのリサイ

クル政策の重要性を強調し、レアメタルの省資源化を提唱

している。 

さらにまた、電池の修理とリサイクルに関連する政策につ

いても、目標値も含めて現在検討中である。ドイツと同

様、日本でも、環境に配慮した公共調達政策である「グリ

ーン購入法」（2001 年）を通じて、公的機関での環境配慮

製品の調達を推進している。  

日本もドイツも、特に電池と太陽光発電について、CE ソリ

ューションを推進するための政策措置と対策を早くから導

入してきた。その一方、両国にとって重要なエネルギー転

換技術でもある風力エネルギーや水素／電解槽のためのア

プローチは比較的まだ少ない。資源効率と CEのための研究

開発の推進に対する全般的な取り組み意欲は、両国の国家

水素戦略の中に見られるものの、長期的かつ標準化された

アプローチを定義するような包括的なロードマップは現在

のところ存在しない。  

全体的に、エネルギー転換技術のための CRMs への CE アプ

ローチ強化を目指して設定した目標値においては、日独ど

ちらも等しく意欲的である。このような取り組み姿勢によ

って、日本とドイツのステークホルダー間の情報交換や協

力関係は強化され、クリーンエネルギー転換に向けて、

CRM 分野での CEを強化する具体的なアプローチの開発は

さらに推進していくことになるであろう。 

 



 

志を同じくするパートナーとして、日本とドイツは、自国

経済における CEアプローチの強化に対して基本的に意欲を

持って取り組んできており、CRMs の持続可能な供給へのア

クセスを確保する上で CEには大きな可能性があることも認

めている。 

両国とも、エネルギー転換に関連する CRMsも対象に含め

た法律の導入を始めたばかりである。このような包括的な

取り組みが必要であるとの認識により、循環型で包括的ソ

リューションが重要であることは明らかである。このよう

な将来を見据えた取り組みは、エネルギー転換技術から得

られる CRMsを低排出で国内のリサイクルやリユースに容

易に利用できるようになる将来を保証するものである。

4.1.1 と 4.2.1 で述べたように、近年に見られる一連の法整備

は、CRMs の持続可能な供給を確保する上で不可欠であり、

両国がクリーンエネルギー供給へと移行し、CE 原則を幅広

く導入するにあたり極めて重要なことである。しかしなが

ら、使用済み（EOL）段階でのエネルギー転換技術の廃棄、

リユース、リサイクルに関する具体的な目標値に加え、技

術に特化した法令もほとんどなく、このような状況は特に

風力発電や電解槽では顕著である。EV 電池（車載用バッテ

リー）と PV（太陽光発電）については、EOL管理に関する

要件がありリサイクルを強化しているが、リユースやリフ

ァービッシュといった他のアプローチは、現行の規制枠組

みではさほど推奨されていない。  

全体として、CE を強化することは複雑なかじ取りであるこ

とに留意すべきである。というのも、多くの様々な分野で

必要となるのは、現行の規制を強化するか（例えば、使用

済み太陽光発電パネルの輸出に関する規制を強化し、リサ

イクルが海外で行われないようにし、その結果、CRMs の流

出を防ぐ）、または調整するか（例えば、電池などの EOL

処理に関して、ガイドラインの一部を調整し、再加工や再

利用を可能にする）のどちらかであるからだ。さらに、こ

れらの技術の多くは常に変化している。様々な CRMsの組

成や用途は個々の技術によって大きく異なるため、それぞ

れの原材料の回収率に関するようなガイドラインなど非常

に具体的なものは有効ではないかもしれない。とはいえ、

政策立案者が CEアプローチの導入強化のために取り組める

領域も複数ある。 表 1 は、日独間で協力し相互に学び合い

成長するための提案を示したものである。  

特定のエネルギー転換技術の使用と生産および高いリサイ

クル技術において、世界のトップランナーである日本とド

イツがこの分野で行う政策決定は、CRMs のリサイクル技術

とエネルギー転換技術においても、世界市場と今後の技術

に影響を与えることは可能だ。特に風力タービンと電解槽

については、日本とドイツは、この分野での生産の世界シ

ェアはトップクラスであるため、CRMs の保存と回収に向け

た CE アプローチを世界に推進し設計していく原動力となり

える。こうした背景から、協議の場に参加する政治的意思

決定者は、リサイクルの技術・インフラ・品質を強化する

ための革新的なアプローチについて、以下のような具体的

な議論をすることが望まれる。 

• ドイツと日本の市場シェアなど様々な状況を考慮の

上、CE アプローチを導入することで最も影響力がある

と考えられる、具体的なエネルギー転換技術の特定

を、協力して行う。  

• 新 EU電池指令で定めているように、特定の技術におけ

るリサイクル材の最低含有量の義務化の導入と、その

実施に必要な支援対策について、協議を行う。 

• ドイツの電池法や廃電気電子機器法で定めているよう

に、使用済み製品の回収とリサイクル割当量、および

引き取り制度を含む製品別の EPR（拡大生産者責任）の

設計と効果的な実施について、協議を行う。 

• 高技術のリサイクル、収集、選別、処理の研究開発を

支援する公的融資などの投資戦略や金融メカニズムの

効果的な設計について、協議を行う。  

さらに、日本とドイツの政策立案者は、例えば政策として

定められたリサイクル割当量を実際に達成できるように、

実施戦略について議論すべきである。この戦略として、啓

蒙活動、リサイクルの奨励、より簡単にリサイクルできる

インフラ整備、確実に実施するモニタリングシステムなど

が考えられる。互いの政策の成功や失敗の経験から学ぶこ

とは、より効果的な政策的枠組み・介入の発展につなが

る。リサイクル活動を支援する立法や政策的枠組みにおけ

る類似点と相違点、ならびにその効果について議論するこ

とは、互いに学び成長するための出発点となりえる。  

リユースとリデュースの領域では、両国とも、循環型製品

設計を含む当初の着想やアプローチの実施段階に入ってい

る。例えば、統一設計規格について協議することは、早期

に重要な洞察力を提供し、可能な限り国際規格化へとつな

がっていく。特に以下のようなテーマが、担当省庁間の協

議テーマとしてあげられる。 

• 製造業者が、自社の製品を耐久性（durable）、再利用

性（usable）、リサイクル性（recyclable）の点を考慮

して設計・管理を行えるように、法的義務のある設計

基準や標準規格の策定について協議や調整を行う。こ

れを、例えば、日本の「太陽光発電の環境配慮ガイド

ライン」（環境省、2020年）や、ドイツの「循環型経

済標準化ロードマップ」で定められた当初の提言や、

EUの「エコデザイン指令」の改正案に含まれる予定の

太陽光発電システムに関する条項に基づいて行う。 

両国は、環境に配慮した循環型製品の設計に関連する設計

要件や当初の経験について、体系的に比較し意見交換を行

うことも可能である。日本のガイドラインや基準、実施戦

略などの詳細を理解することで、類似または補完的なガイ

ドラインをドイツの状況に合わせて作成することも可能

だ。同様に、日本もドイツの最初の設計配慮アプローチを

洞察し学べるところもある。設計規格やガイドラインを比

較検討し意見交換を行うことで、どの分野で両国は協力し

て取り組んでいけるのかを特定できる。世界標準の規格化

に向けて協働で取り組むことで、産業やビジネスを促進

し、市場に流通する太陽光設備の互換性を保証し、環境に

配慮した循環型設計の世界規模での導入がいっそう進むで

あろう。 

7 結論および日独協力の今後の課題 



 

エネルギー転換技術における CRMs の省資源化を図るた

め、リサイクルしやすい原材料に替えるなど、この代替素

材についても議論の対象となる。日独交流の中で特に興味

深いテーマとして、以下も考えられる。 

• 代替素材研究から得た知識や教訓について意見交換を

行う。日本は、CRMs に替わる「次世代型」のペロブス

カイト太陽電池を利用した太陽光パネルの製造に関す

る特許出願において、長きにわたり世界をリードして

きたが（Kusashio and Fukui 2023）、NEDO のグリーン

イノベーショ ン基金事業などを通して、この分野での

研究開発の資金・支援事業から得られた興味深い経験

や結果についても共有できる。 

エネルギー転換技術のための CRMs に特化した CEアプロー

チを促進する特定のアプローチに加えて、CE アプローチの

導入全体を可能にするか強化できるような一般的な政策措

置もある。ここでも、ドイツと日本の政策立案者は互いに

学ぶことができる。 

• 公共施設に設置する太陽光発電や蓄電システムを購入

する場合など、持続可能な公共調達の要件が持続可能

で循環型製品の市場をどのように促進するかについて

協議する。 

• 循環型製品の需要を促進し、「循環主導市場（circular 

lead markets）」（「環境主導市場/green lead 

markets」の議論に基づく）を確立するために、両国政

府がどのように協力して取り組むことができるかにつ

いて協議する。特に電解槽や風力タービンなどのエネ

ルギー転換技術について、日本とドイツが、「循環型

風力タービンなどの定義の標準化について議論を主導

し、このような技術の需要とビジネスを強化する政策

手段の策定を行うのに絶好の機会である。 

OECD によれば、2021 年、ドイツと日本における公共調達

は GDP の約 18%に達し、OECD 平均の 12.7%を大きく上回

った （OECD 2023）。したがって、持続可能な、あるいは

環境に配慮した公共調達には、持続可能な調達を決定する

際に先駆的な役割を果たし、新しい循環型ビジネスモデル

を強化できる大きな可能性がある。さらに、日独間で協力

や交流を進めていく可能性のある分野として、以下も考え

られる。 

• 新 EU 電池指令で予定され、EU の ESPR 案で言及されて

いるデジタル製品パスポート（DPP）の導入などを通じ

て、循環性のための情報基盤とデータの互換性を向上

させる政策措置について協議する。  

すべてのステークホルダーに対して、製品のライフサイク

ルとサプライチェーンに沿って提供される製品情報を可視

化し標準化することは、原料とエネルギーの効率やリサイ

クル性を高めるだけでなく、製品のサービス化

（PaaS/Product as a Service）活動や修理・再製造による製

品寿命の延長など、新たなビジネスチャンスを可能にす

る。情報提供の改善は、消費者が持続可能性を配慮した消

費行動を決定する際の後押しをし、法的義務の遵守を当局

がより簡単に検証できるようになる。したがって、DPPの

導入は日本のステークホルダーが検討すべき興味深いテー

マとなりえる。さらに、DPPの認証要件については、例え

                                                                                                                                                                                                                

9 （訳注）：EU史上最大の研究・イノベーション資金助成事業で、

2014年から 2020年の７年間で 800 億ユーロを拠出。 

ば電池など、電池製造業者がコンプライアンスに則ったア

プローチを開発できるように、国際規格や基準と互換性が

あるようにすべきである。ドイツと日本の間で早期に協議

することで、将来の互換性問題を回避することができる。  

さらにドイツは、循環経済パートナーシップ（J4CE）に代

表される日本の協働型ビジネスモデルから学ぶことができ

る。この取り組みは、官民連携の促進が、いかに多くのス

テークホルダーの間で循環経済に対する深い理解を普及さ

せることができるかを示している。強力な産業基盤とエネ

ルギー転換に対する強い意欲を持つドイツは、日本のアプ

ローチから学び、産官学の連携協力を強化することができ

る。このような協働作業は、ドイツ独自の循環経済への取

り組みを加速させ、CRMs の安全で持続可能な供給および企

業との緊密な協力体制を保証するだろう。  

CE と CRM のテーマに関する議論は、日独間の協力を促進

するために考案された様々な枠組みで進めていくことがで

きる。これは、行政の実務レベルでの政策協議から、日独

で資金を出し合い二国間の研究チームが作成する政策分析

による支援まで、様々な形態が考えられる。さらに、企業

や市民団体の実務経験者もこのような二国間枠組みの交流

に参加できることが望ましい。これは、日独エネルギーパ

ートナーシップ内に設置された「エネルギー転換」と「水

素」に関する 2つのワーキンググループで、すでに実現し

成功を収めている。また、サブワーキンググループは、

「エネルギー転換のための CEアプローチ」や「エネルギー

転換のための重要原材料の確保」、あるいはより広範なテ

ーマである「エネルギー転換のための強靭で持続可能なサ

プライチェーン」などの問題に取り組んでいるが、ステー

クホルダーもこのようなテーマで意見交換に参加できるよ

うな、適切な枠組みが提供されることも望まれる。さら

に、二国間合同の専門家集団、政策対話、ビジネス交流の

場を設ければ、二国間の交流はさらに豊かになるであろ

う。研究交流などの持続可能性（sustainability）と循環性

（circularity）をテーマにした研究者間の長年のパートナー

シップも、重要な役割を担う。EU ホライゾン 2020 プロジ

ェクト9に日本の研究者も参加しているが、これは CEや

CRM の取り組みを進めていく上で、親密な協調関係を保ち

知識や経験を共有できるという大きな可能性を示すよい例

である（EU-Japan Center for Industrial 

Cooperation2022）。日・EU 間のその他の政策対話の枠組

みについても、今後も継続・拡大し、エネルギー転換に関

連する CRMsのための CE 適用についても、議論の対象とな

る見通しである。2023 年 7 月に ECと JOGMEC の間で締結

された「協力取決め」（EC 2023a）は、これに向けての最

適な枠組みであり出発点である。 



 

表 1:日独協力内容と相互に学べる領域 

主な CE アプ

ローチ 
CEアプローチ強化のための提言／ツール 例／最初のアプローチ 

リサイクル 

• リサイクル材の最低含有量の義務化  

• EOL 段階での回収・リサイクル割り当ての義務化 

• 引取要件を伴う拡大生産者責任（EPR） 

• 質の高いリサイクル、回収、選別、処理を支援する R&D

および公的融資  

➔ EU 電池指令：リサイクル材の CRMs最低

含有量の義務化  

➔ 日本のグリーンボンドガイドライン：R＆D

投資 

リユース／

リデュース 

• 耐久性があり、再利用可能で、リサイクル可能な製品

を、製造者が設計・管理するための義務的な設計基準・

規格の策定 

• CRMs をリサイクルしやすい素材に代替 

➔ ドイツの循環型経済標準化ロードマップと

EU エコデザイン規則（ESPR）案； 

日本の太陽光発電の環境配慮ガイドライン 

➔ 日本：NEDO のグリーンイノベーション基

金事業と次世代型太陽光発電（ペロブスカ

イト）の R＆D  

その他 

• 持続可能/グリーンな公共調達の可能性を、循環型で

持続可能な製品を推進するために活用 

• 革新的なエネルギー転換技術に向けて

「循環型主導市場」を確立  

• 循環のための情報基盤とデータの互換性の向上  

➔ ドイツの循環経済法と日本のグリーン購入

法 

➔ EU 電池指令：デジタル製品パスポート

（EU ESPR 案にも記載） 

 



 

3Rs reduce, reuse, recycle 

リデュース、リユース、リサイクル 

3R Act Resource Effective Utilization Promotion Act 

資源有効利用促進法 

ACCP African Clean Cities Platform 

アフリカン・クリーン・シティーズ・プラットフォーム 

ARE G7 Alliance on Resource Efficiency 

資源効率性のための G7 アライアンス 

BASC Battery Association for Supply Chain 

一般社団法人 電池サプライチェーン協議会 

BGR German Federal Insitute for Geoscience and Natural 

Resources  

ドイツ連邦地球科学天然資源研究所 

BImSchG Federal Immission Control Act 

ドイツ連邦排出防止法 

BMBF German Federal Ministry of Education and Research  

ドイツ連邦教育研究省 

BMUV German Federal Environment Ministry 

ドイツ連邦環境省 

BMWK German Federal Ministry for Economy and Climate 

Action    

ドイツ連邦経済気候保護省 

CCUS Carbon Capture, Utilization, and Storage 

二酸化炭素回収・有効利用・貯留 

CE Circular Economy 

サーキュラーエコノミー、循環経済 

CEAP EU Circular Economy Action Plan  

EU 循環経済行動計画、循環型経済行動計画 

CEREP Circular Economy and Resource Efficiency Principles  

循環経済及び資源効率性原則 

COP Conference of the Parties/ United Nations Climate 

Change Conference   

国連機構変動枠組条約締約国会議 

CRMs Critical Raw Materials  

重要原材料 

CRMA Critical Raw Materials Act  

重要原材料法案 

DERA German Mineral Resources Agency     

ドイツ鉱物資源局 

DPP Digital Product Passport  

デジタル製品パスポート 

EC European Commission  

欧州委員会 

EEDF Environment and Energy Dialogue Forum  

日独エネルギー・環境フォーラム 

EEG German Renewable Energy Sources Act  

ドイツ再生可能エネルギー法 

EIP European Innovation Partnership 

欧州イノベーション・パートナーシップ 

EIT European Institute of Innovation and Technology 

欧州イノベーション・技術機構 

ElektroG Electrical and Electronic Equipment Act  

廃電気・電子機器法 

EOL End of Life   

EOL、 製品のライフサイクルの終了、サポートが終

了した製品 

ESPR Ecodesign for Sustainable Products Regulation  

持続可能な製品のためのエコデザイン規制 

EVs Electric Vehicles  

電気自動車 

略語一覧 



 

GACERE Global Alliance for Circular Economy and Resource 

Efficiency  

循環経済及び資源効率性に関するグローバルアライ

アンス 

GERRI German Resource Research Institute  

ドイツ資源研究所 

GHG Greenhouse gas  

温室効果ガス 

GPP Green Public Procurement  

グリーン公共調達 

GW Gigawatts  

ギガワット 

GWh Gigawatt-hour  

ギガワット時 

GX Green Transformation  

グリーントランスフォーメーション 

ICT Information and communication technology  

情報通信技術 

IEA International Energy Agency  

国際エネルギー機関 

IGES Institute for Global Environmental Strategies  

公益財団法人 地球環境戦略研究機関 

IRENA International Renewable Energy Agency  

国際再生可能エネルギー機関 

IRP International Resource Panel  

国際資源パネル 

J4CE Japan Partnership for Circular Economy  

循環経済パートナーシップ 

JAMA Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.  

一般社団法人 日本自動車工業会 

JOGMEC   Japan Organization for Metals and Energy Security  

独立行政法人 エネルギー・金属鉱物資源機構 

JPEA Japan Photovoltaic Energy Association  

一般社団法人 太陽光発電協会 

JPY Japanese Yen  

日本円 

JWPA Japan Wind Power Association  

一般社団法人 日本風力発電協会 

JSWTA Japan Small Wind Turbine Association  

一般社団法人 日本小形風力発電協会 

KrWG Circular Economy Act   

循環経済法 

kt kiloton  

キロトン 

METI Japanese Ministry of Economy, Trade, and Industry  

経済産業省 

MOE Japanese Ministry of the Environment 

環境省 

MSP Minerals Security Partnership  

鉱物安全保障パートーナーシップ 

MUFG Mitsubishi UFJ Ginkō bank  

三菱 UFJ 銀行 

Mt Megaton （メガトン） 

MW Megawatt （メガワット） 

NKWS  National Circular Economy Strategy  

国家循環経済戦略 

NEDO Japanese New Energy and Industrial Technology 

Development Organization  

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開

発機構 

PVs Photovoltaics  

太陽光発電、ソーラー発電、PV 

R&D Research and Development  

研究開発 



 

REEs Rare Earth Elements  

レアアース、希土類元素 

t ton (metric)  

トン（メトリック） 

TWh Terrawatt hour  

テラワット時 

UBA Federal Environment Agency  

ドイツ連邦環境庁 

UN United Nations  

国際連合 

UNEP United Nations Environment Programme 

国連環境計画 

UNFCC  United Nations Framework Convention on Climate 

Change  

国連気候変動枠組条約 
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